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終了時評価調査結果要約表終了時評価調査結果要約表終了時評価調査結果要約表終了時評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：ラオス人民民主共和国 

案件名：国家社会経済開発計画に基づく公共投資計画策定支援プロジェクト（PCAP3） 

分野：ガバナンス 協力形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICA ラオス事務所 協力金額（評価時点）：約 3 億 6,000 万円 

協力期間 2012 年 3 月 1 日～2015 年 9 月 30

日（3 年 7 カ月） 

先方関係機関：計画投資省（MPI）評価局

（MPI-DOE）、計画局（MPI-DOP）、国際協力

局（MPI-DIC） 

１－１ 協力の背景と概要 

ラオス人民民主共和国（以下「ラオス」という。）では、計画投資省（Ministry of Planning and 

Investment。以下「MPI」という。）が公共投資事業の運営監理全般に責任と権限を有する機関

として位置づけられている。MPI は国会での開発予算承認に向けて、公共投資事業の事前審査

を行い、各セクターや県・市に係る事業の妥当性を検証するとともに、定期的なモニタリング

と評価を実施して、その結果を国会に報告することも求められている。しかしながら、MPI と

その出先機関にあたる県計画投資局〔（Provincial）Department for Planning and Investment。以下

「DPI」という。〕や郡計画事務所（District Planning Office。以下「DPO」という。）のレベルで

事業運営監理に係る能力が不足しているため、特に国内予算で実施される公共投資事業の一部

が効果的に行われず、5 カ年国家社会経済開発計画（National Socio-Economic Development Plan。

以下「NSEDP」という。）の目標達成に対する貢献度も不明確であり、計画と実施の間に大き

な乖離が生じるなどの問題が発生している。 

このような状況の下、ラオス政府（Government of the Lao PDR。以下「GoL」という。）主導

の公共投資事業が適切に審査、モニタリング、評価されることを目標に、MPI をカウンターパ

ート（Counterpart Personnel。以下「C/P」という。）機関として JICA 技術協力プロジェクト｢公

共投資プログラムの運営監理能力向上プロジェクト｣（Project for Capacity Building in Public 

Investment Program Management。以下「PCAP1」という。）を 2004 年 11 月～2007 年 10 月まで、

「公共投資プログラム運営監理強化プロジェクト｣（Project for Enhancing Capacity in Public 

Investment Program Management。以下「PCAP2」という。）を 2008 年 3 月～2011 年 8 月まで、

それぞれ実施した。 

PCAP1 と PCAP2 は、公共投資事業の審査、モニタリング、評価の手法と公共事業審査に関

する各種書式を開発・改訂し、その普及と研修の実施を通して、MPI や DPI の公共投資事業運

営監理の能力向上に貢献した。また、2009 年 12 月に制定された公共投資法を通じて、公共投

資事業の事業審査が義務づけられ、更に PCAP1 と PCAP2 で開発した手法と各種書式が法律に

より国の制度として位置づけられた。 

また、公共投資事業の選定の透明性と説明責任を高めるためには、MPI 及び関連省庁、県や

郡での能力開発の更なる浸透が必要である。さらに公共投資事業管理の改善を進めるため、財

務管理や NSEDP の上位目標に合致する中期的な計画枠組みのなかで公共投資事業運営監理を

行うための能力の強化が今後の課題となっている。 

このような実績や課題及びラオスの状況を踏まえ、MPI の公共投資事業の運営監理能力を更
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に向上させる新たな技術協力として、本プロジェクト「国家社会経済開発計画に基づく公共投

資計画策定支援プロジェクト」（Project for Establishing Public Investment Plan under NSEDP。以

下「PCAP3」という。）を実施する運びとなった。本プロジェクトでは、公共投資が中期的な

視点でより効果的・効率的になるために必要な運営監理方法を開発し、それを普及することに

より、MPI とその出先機関にあたる DPI や DPO における運営監理能力を強化することを目的

としている。具体的には、①中期公共投資計画と財務管理ガイドラインの策定支援、②公共投

資事業の効果発現のための仕組みづくり、③政府開発援助（Official Development Assistance 。

以下「ODA」という。）案件情報の運営監理方法改善、④郡レベルにおける公共投資事業の運

営監理能力強化を図る。それによって、中央省庁と各県、郡のセクター部局による、NSEDP

の目標達成に資する中期的な枠組みを踏まえた適切な公共投資事業運営監理に寄与すること

を目的としている。 

 

１－２ 協力内容 

（１）上位目標 

中央省庁及び各県・郡のセクター部局により、NSEDP の目標に合致する中期的な枠組み

を踏まえた適切な公共投資事業の運営監理が実施される。 

 

（２）プロジェクト目標 

MPI とその出先機関にあたる DPI や DPO において、中期的な枠組みのなかで公共投資

事業の運営監理能力が強化される。 

 

（３）成 果 

成果 1：中期公共投資計画と財務管理ガイドラインの枠組みが策定される。 

成果 2：公共投資事業を適切に運用・維持管理するための仕組みが構築される。 

成果 3：ODA 案件情報の運営監理方法が改善される。 

成果 4：郡レベル公共投資事業の運営監理方法と能力強化の仕組みが構築される。 

 

（４）投入（実績と予定） 

日本側： 

・ 専門家派遣 9 名（77 人月） 

・ 現地活動費 約 6,400 万円 

相手国側： 

・ C/P 配置 64 名 

・ 事務所施設、会議室、研修施設、研修費用の一部 

２．評価調査団の概要 

調査者 団 長：   牧本 小枝 JICA ラオス事務所 次長 

政府事業計画：武田 長久 JICA 国際協力専門員 

評価分析： 昌谷 泉   合資会社プラスタ 

協力企画： 長岩 優   JICA ラオス事務所 企画調査員 
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調査期間 2015 年 6 月 2～15 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（１）プロジェクト目標 

プロジェクト目標の達成度は十分高いとはいえない。達成された指標は 4 指標中一つで

ある。 

MPI は「ビジョン 2030、10 カ年社会経済戦略（2016～2025 年）及び第 8 次 NSEDP（2016

～2020 年）のガイドライン」を公布し、そのなかに中期公共投資計画（2016～2020 年）

の策定ガイドラインが含まれている（指標 1）。一方、公共投資事業の終了時評価、事後評

価は実施に向けて省令の発出待ちとなっており、プロジェクト終了時までの期間を考慮す

ると、省令を踏まえて評価が実施される可能性は低く（指標 2）、プロジェクトが開発した

ODA 事業 C/P ファンド申請書〔簡易 ODA 事業情報シート（Simplified Project Information 

Sheet。以下「SPIS」という。）〕の活用は一部にとどまり ODA 案件情報のラオス側とドナ

ーによる共有もできていない（指標 3）。また、郡管理による公共投資プロジェクトの件数

は、関連首相令公布後の承認件数が未確定であるため増加、減少どちらの可能性もある（指

標 4）。ただし成果 4 自体の達成度は高い。 

しかしながら、これら 4 指標の達成度だけでなくプロジェクト目標の文言に照らし合わ

せて各成果、活動の実績を判断すれば、中期公共投資計画に基づいて MPI、DPI、DPO、

関連省庁が公共投資事業を適正に管理するための基礎は構築されたと考えられる。したが

って、今後プロジェクトで開発された手法や各種様式・文献の活用を法的拘束力のある政

府文書によって促進する等の施策を取ることにより、プロジェクト目標は達成されると思

われる。 

【指標】 

1．次期 NSEDP（2016～2020 年）にリンクした中期公共投資計画（2016～2020 年）の策

定ガイドラインが、MPI より中央省庁、県、郡に対して公式に通達されている。 

2．関連部署によって選定された完了事業の事業評価が実施され、維持管理計画が添付

される。 

3．ラオス側が申請する ODA 案件 C/P ファンド申請書の ODA 案件情報の精度が向上（案

件の情報がプロジェクトの実態に沿っている）し、ドナーと共有できている。 

4．郡レベルで運営監理されている公共投資事業の数が増加する。 

 

（２）成 果 

１）成果１ 

成果１は達成された。すべての指標が達成されている。 

中期公共投資計画策定に関する研修の一環として、パイロット県であるウドムサイ

県、チャンパサック県で「中期公共投資計画案（2011～2015 年）」が策定された（指標

1.1、達成済み）。中期公共投資計画ガイドラインは第 8 次 NSEDP（2016～2020 年）策定

ガイドラインの一部として MPI に公布されており（指標 1.2、達成済み）、その計画策

定方法、モニタリング方法を記載したマニュアルが作成され、関係機関に配布された 
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（指標 1.3、達成済み）。 

【指標】 

1.1 パイロット組織において中期公共投資計画案（2011～2015 年）が作成される。 

1.2 中期公共投資財務管理ガイドライン案（2016～2020 年）が、政府の財務規律に

係る政策に則った形で、MPI により作成される。 

1.3 中期公共投資計画及び中期公共投資財務管理ガイドラインの策定方法とモニタ

リング方法がマニュアル・ハンドブックに含まれている。 

 

２）成果２ 

成果２は部分的な達成にとどまっている。達成されている指標は五つのうち二つであ

る。 

MPI と財務省（Ministry of Finance。以下「MOF」という。）の間では公共事業の終了

時・事後評価調査実施において協力をする合意が事務レベルではなされており、MOF

予算局内に新たな担当部署を設立することが決定している。この点で両省の話し合いは

進展している（指標 2.1、MOF との協議を継続中）。終了時評価と事後評価の方法やプロ

セスは作成されたマニュアル、ハンドブックに記載され（指標 2.2、達成済み）、それら

は数々の研修を通じて省庁、県、郡に普及している（指標 2.3、達成済み）。一方、終了

時評価と事後評価の実施通達はいまだ MPI から発出されておらず、通達時期も不明であ

る（指標 2.4、未達成）。また、公共投資事業の維持管理計画案は終了時評価に含まれ、

それが事業完了レポートに添付されることになるが、終了時評価自体がいまだ実施され

ていない（指標 2.5、未達成）。 

【指標】 

2.1 MPI と MOF との間で、完了した公共投資事業の評価や維持管理費用のあり方に

関する合意がなされている。 

2.2 公共投資事業の終了時評価と事後評価の方法やプロセスがマニュアル・ハンドブ

ックに含まれている。 

2.3 終了時評価と事後評価の方法論やツールが省庁、県、郡の関連機関に研修等を通

じて普及している。 

2.4 MPI から、終了時評価及び事後評価を実施する旨、正式通達が出る。 

2.5 維持管理計画案を含んだ事業完了レポートを提出している公共投資事業が増加

する。 

 

３）成果３ 

成果３は部分的な達成にとどまっている。達成度の高い指標は一つのみである。 

MPI-DIC の ODA 案件情報データベース（Aid Management Platform。以下「AMP」と

いう。）にはプロジェクトで開発された C/P ファンド申請書 SPIS を基に C/P ファンド情

報も入力される計画があったが、いまだ実現されておらず ODA 案件のカバー率自体も

6、7 割にとどまっている（指標 3.1、未達成）。SPIS の利用ワークフローを含む ODA 案

件情報管理を示すマニュアルは作成された（指標 3.2、達成済み）。SPIS 活用の研修は幅

広く実施されたが、実際にすべての ODA 案件 C/P ファンド申請に SPIS を活用すること 
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を実践しているのはチャンパサック県にとどまっている（指標 3.3、達成は限定的）。 

【指標】 

3.1 ドナーと政府側の双方が、C/P ファンド情報を含めた ODA 案件情報を閲覧する

ことができる。 

3.2 ODA 案件情報管理のガイドラインがマニュアル・ハンドブックに盛り込まれて

いる。 

3.3 ODA 案件情報管理の方法論やツールが省庁、県、郡の関連機関に普及している。 

 

４）成果４ 

成果４は達成された。すべての指標が達成されている。 

2014 年 11 月に公共投資法実施に関する首相令が公布され、郡レベルで運用管理する

公共投資プロジェクトの範囲が規定された（指標 4.1、達成済み）。郡レベル公共投資事

業の運営理法について記載したマニュアル 1 点、ハンドブック 2 点が作成され関係先に

配布された（指標 4.2、達成済み）。またトレーニング・オブ・トレーナーズ（Training of 

Trainers。以下「ToT」という。）が幅広く実施され、各県で少なくとも 5 人の研修講師

が育成された（指標 4.3、達成済み）。 

【指標】 

4.1 MPI によって、郡レベルが順守するべき公共投資事業の策定及び運営監理の役割

に関して、通達が出されている。 

4.2 郡レベル公共投資事業の運営監理方法がマニュアル・ハンドブックに含まれてい

る。 

4.3 各県で 5 人以上の DPI 職員が、DPO や郡セクター部局を対象とした研修を実施

できる体制になっている。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

プロジェクトの妥当性は高い。 

・ 第 8 次 NSEDP（2016～2020 年）草案においては、「貧困削減、低開発途上国卒業」

という目標達成のため安定的な経済成長と人的資源開発を方向性として掲げる。公

共投資管理とそのためのキャパシティ・ディベロップメントはその両方に貢献す

る。 

・ 近年ラオスは財政危機に直面しており、適正な公共投資管理による歳出抑制は GoL

が最も必要としている。 

・ プロジェクトの直接的な受益者である MPI 各局〔計画投資省評価局（Department of 

Evaluation, MPI。以下「MPI-DOE」という。）、計画投資省計画局（Department of Planning, 

MPI。以下「MPI-DOP」という。）、計画投資省国際協力局（Department of International 

Cooperation, MPI。以下「MPI-DIC」という。）〕職員、DPI 職員、DPO 職員、各省庁計画

局職員の公共投資事業の運営監理能力向上に対するニーズは大きい。 

・ 日本政府は対ラオス国別援助計画のなかで、経済社会インフラ開発等四つの重点援

助分野を掲げているが、プロジェクトは公共投資計画・事業の管理を通じすべての 
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分野に横断的に貢献する。 

 

（２）有効性 

プロジェクトの有効性は中程度と判断される。 

・ プロジェクト目標の達成度は必ずしも高くない〔３－１（１）〕。 

・ 四つのプロジェクト成果達成度に比べプロジェクト目標を測定する４指標の達成度

はやや低く、その意味で指標の設定がやや高かったとも思われる。 

・ プロジェクトの円滑な運営、効果の発現に寄与する複数の要因があった（３－３）。 

・ 急激な円安により現地業務予算が減額されたため、当初計画に比べプロジェクト活

動の規模が縮小され（研修数、印刷物の部数等）、有効性に影響を及ぼした。 

 

（３）効率性 

プロジェクトの効率性は高いと判断される。 

・ 専門家は予算制約のあるなか、精力的に技術移転に努め、大半の C/P やラオス側関

係者の知識、能力は向上した。 

・ 専門家により雇用されたラオス人スタッフの能力は高く有効に機能し、プロジェク

ト活動の実施、日本人専門家とラオス側 C/P との関係構築等に重要な役割を果たし

た。 

・ C/P は 60 名以上を数えそのパフォーマンスは一様ではないが、総じて能力は高く、

人員配置は適正であった。 

・ プロジェクトに使用された機材、施設はいずれも適正でありトラブルはなかった。 

・ 成果に関しては一部未達成の指標もあるが、全体的には、特に円安による予算制約

のなかで投入に見合う効率的な成果が得られた。 

 

（４）インパクト 

正のインパクトとして複数の点が観察された。負のインパクトは確認されていない。 

・ 上位目標の達成見込みについては推定困難であるが、プロジェクトは MPI と MOF

との協調を促進する等、将来的な上位目標の実現に向けての基盤を築いている。 

・ プロジェクトの成果１の中期公共投資計画の枠組みは実質的に NSEDP の一部とし

て扱われることになり、その必要性が政府により認識された。 

・ 一連の PCAP がラオス側に評価され、PCAP に携わってきた MPI 職員が要職につい

ており、プロジェクトの円滑な実施に貢献している。 

・ C/P である MPI や DPI 職員の能力が一連の PCAP を通じて向上し、これら職員が担

当する他のドナーの関連分野のプロジェクトにも好影響を及ぼしている。また、

PCAP3 は世界銀行や UNDP などのプロジェクトと提携し積極的な情報交換等をし

ている。 

 

（５）持続性 

持続性は全体的には中程度である。政策・制度面、技術面、財務面のいずれの面におい

ても、持続性はある程度確保されている一方で懸念要因がある。 
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１）制度・政策面 

・ ラオスの次期 NSEDP の目標と公共投資管理は整合している。 

・ 公共投資管理はラオスのマクロ経済現況にも整合するため、政策との乖離はない。 

・ プロジェクトの効果、活動を継続・発展させることを目的に、MPI 内に成果ごと

のテクニカル・ワーキング・グループ（Technical Working Group。以下「TWG」

という。）が形成された。 

 

２）技術面 

・ プロジェクト活動、特に研修によって多数の C/P 及び政府スタッフが公共投資管

理に関する知識、技術を身に付け、また研修講師の資格を得た。しかしながらそ

の実地経験は十分でなく、スタッフのなかにも不安の声がある。 

・ マニュアル・ハンドブックをはじめとする多数のツールがプロジェクトにより作

成され、内容、使い勝手の評価は高い。これらはすべてプロジェクトのウェブサ

イトにアップロードされている。 

 

３）財務面 

・ 現在のラオスの財政状況は厳しく、当面、政府歳出全体に制約が課せられると思

われる。 

・ プロジェクト活動レベルでは、来期の評価予算はある程度確保されており、また

本プロジェクト期間内でも研修に係る費用の一部をラオス側で負担しているこ

とから、当面は深刻な懸念はない。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

・ これまでの PCAP と同様に広範囲にわたる研修活動（ToT を含む）が実施されラオ

ス側 C/P 及び公共投資事業関連スタッフのキャパシティは向上した。 

・ 2014 年 11 月に公共投資法の実施に関する首相令が公布され、プロジェクト活動の

促進、効果発現に貢献した。 

・ プロジェクトのパイロット県の一つであるチャンパサック県の全成果にわたる活動

実績の高さが顕著であった。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

・ 過去 10 年の PCAP によって築かれた日本人専門家とラオス側 C/P による信頼関係

により、円滑に活動が実施された。 

・ プロジェクトに雇用されたラオス人スタッフの能力が高く日本人専門家とラオス側

C/P との関係構築と円滑な活動実施に貢献した。 

・ プロジェクトのラオス側トップマネジメントの指導力と強い責任感が、プロジェク

ト後半の活動を特に推進した。 
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３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

・ 特になし。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

・ 急激な円安によって現地業務費が減額になり当初計画に比べ活動が縮小された。 

・ プロジェクトによって開発されたシステムやフォーマットの利用が、法的拘束力の

ある政府通達の発出が遅れているため、十分に浸透していない。 

 

３－５ 結 論 

・ プロジェクト目標の達成度は十分に高いとはいえない。 

・ プロジェクトで公共投資管理の基礎は構築されたが、中期公共投資事業計画の運営は

2016 年度に開始されるため MPI が実際に計画を適正に管理できるかどうかは現時点で

判断が難しい。2015 年がプロジェクト目標達成への正念場となる。 

・ プロジェクトの妥当性と効率性は高く、有効性と自立発展性は中程度である。インパク

トについては、正のインパクトが複数観察された。 

・ MPI より要請のあったプロジェクト期間延長に関しては、調査団は一定の追加支援の必

要性を認識した。 

 

３－６ 提 言 

（１）プロジェクト期間中に考慮すべき事項 

１）マニュアルやフォーマットの使用を法的拘束力のある文書により促す 

5 カ年公共投資計画、3 カ年公共投資優先リスト、SPIS などのプロジェクトで開発し

た公共投資監理ツールの幅広い使用を促進するために、MPI は法的拘束力をもつガイド

ラインや通達のなかに特定のフォーマットやマニュアルの使用を明確に示すことが必

要である。 

 

２）成果重視の 5 カ年公共投資計画フォーマットの使用を確実にする 

MPI は省庁と県が次期 SEDP に基づく 5 カ年公共投資計画の策定において、成果重視

のマネジメントを反映した中期公共投資計画マニュアルの 5 カ年公共投資計画フォーマ

ットの使用を確実にする必要がある。 

 

３）終了時評価・事後評価ガイドラインの発出 

省庁及び県は人材と予算を確保して実際に終了時評価・事後評価の実施を進める必要

がある。そのためには、MPI が国内予算による公共投資プロジェクトの終了時評価・事

後評価のガイドラインをできるだけ早く、2015 年 7 月中に発出する必要がある。 

 

（２）プロジェクト終了後に持続性を確保するため考慮すべき事項 

１）3 カ年公共投資優先リストの策定 

3 カ年公共投資優先リストに基づく効果的な公共投資監理のためには、2016/17 年の予 
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算策定準備の指示に、可能な限り中期予算枠組み（Medium-Term Budget Framework。以

下「MTBF」という。）に沿った予算シーリングと中期公共投資計画マニュアルのフォー

マットの使用を含める必要がある。 

 

２）公共投資監理のグッドプラクティスの共有 

チャンパサック県などのパイロットやモニター機関による公共投資監理のグッドプ

ラクティスを他の県と共有し、研修のリソースパーソンとして活用すべきである。 

 

３）公共投資監理にかかわる文書にアクセスできるホームページの維持管理 

MPI は、法律、首相令、通達、ガイドライン、マニュアル、ハンドブック、フォーマ

ットなどの公共投資監理に関する文書にアクセスできるようにプロジェクトが作った

ホームページを継続的に維持管理すべきである。将来的には MPI の公式なウェブサイト

にそのようなホームページを載せることを検討すべきである。 

 

４）トップマネジメントの理解と支持の確保 

MPIは効果的な公共投資監理を促進するために省庁や省のトップマネジメントの理解

と支持を得る努力を継続的に行う必要がある。 

 

５）MOF との公共投資監理に関する継続的な協力 

MPI は効果的な公共投資監理を促進するために、特に新しく創設される財務省公共投

資財務課（Public Investment Financial Division。以下「PIFD」という。）など、MOF と継

続的に協力すべきである。 

 

３－７ 教 訓 

（１）新しい取り組みにおける法的支援の重要性 

新しい取り組みや新しいツールの使用を行うときには法律に基づいた明確なガイドラ

インや通達をタイムリーに出して支援することが重要である。 

 

（２）国の文脈に基づいた仕組みの開発プロセス 

新しい取り組みや仕組みをパイロット組織で試行し、その結果をモニター組織で検証す

るやり方はその国の文脈を反映する適切な開発プロセスである。 
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Summary of Evaluation 
1. Outline of the Project 

Country: Lao PDR  
Project title: Project for Establishing Public Investment Plan under NSEDP (PCAP3) 
Issue/sector: Governance Cooperation scheme: Technical Cooperation Project 

Division in charge: JICA Laos 
Office 

Total cost (At the time of evaluation ): 430 million JPY 

Period of 
Cooperation 

March 1, 2012 to 
September 30, 2015 
(3 years and 7 
months) 

Partner Organization: Ministry of Planning and 
Investment (MPI): Department of Evaluation (MPI-
DOE), Department of Planning    (MPI-DOP), and 
Department of International Cooperation (MPI-DIC) 

1-1 Background of the Project 
In Lao People’s Democratic Republic (Lao PDR), the Ministry of Planning and Investment 

(MPI) is responsible for, and authorized to manage and supervise all the public investment 
projects. MPI verifies the appropriateness of projects in each field, and reviews the development 
budget to be approved by the National Assembly. MPI is also assigned to regularly monitor and 
evaluate projects, and report to the National Assembly. However, MPI and its subordinate bodies, 
including the Department of Planning and Investment (DPI) at the provincial level and the 
district-level District Planning Office (DPO), have been facing capacity challenges in project 
management which hamper the effective implementation of public investment projects using the 
domestic development budget. Furthermore, the degree to which these projects contribute to the 
achievement of the targets set out in the government’s five-year National Socio-Economic 
Development Plan (NSEDP) is unclear, resulting in major discrepancies in planning and 
implementation. 

Given the situation, a Japan International Cooperation Agency (JICA) technical cooperation 
project was implemented between November 2004 and October 2007, entitled “Project for 
Capacity Building in Public Investment Program Management” (hereafter referred to as PCAP1), 
with the goal of ensuring that public investment projects led by the government of Laos (GoL) 
are assessed, monitored and evaluated appropriately. MPI acted as the counterpart organization 
for this project. Under PCAP1, management and supervision techniques, including project 
assessment tools and financial, environmental, and social analyses were developed and compiled 
as a manual, along with accompanying handbooks. A capacity-building model for MPI and DPI 
was also formulated, based on which a process of technology transfer and dissemination to 
various organizations was carried out, focusing primarily on MPI, three monitor provinces 
(Oudomxay, Khammuan, and Saravan), and a monitor ministry (the Ministry of Agriculture and 
Forestry). 

After PCAP1 was completed, another JICA technical cooperation project was carried out from 
March 2008 to August 2011 entitled “Project for Enhancing Capacity in Public Investment 
Program Management” (hereafter referred to as PCAP2). A revised edition of the resulting 
manual, containing management methods and tools for public investment projects was compiled. 
This was an improved version of the manual formulated in PCAP1, and was involved in 
nationwide dissemination activities. Technical support was also provided to prepare for the 
Public Investment Law. 

PCAP1 and PCAP2 increasingly improved the capacity of MPI and DPI to manage public 
investment projects, by developing, revising, and disseminating methods and tools for assessing, 
monitoring, and evaluating projects, as well as various forms for assessing projects. They also did 
so through training programs. The Public Investment Law was enacted in December 2009, 
prescribing the obligation to assess public investment projects, and positioning the methods and 
tools developed through PCAP1 and PCAP2 as national systems under the law. 
In assessing public investment projects, efforts must be made to ensure transparency and 
accountability in project selection. In order to do so, training regarding the methods and forms 
involved must be carried out with a wider range of central government organizations and 
provinces. In order to promote further improvements in public investment projects, it is necessary 
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to manage public investment projects within the medium-term financial management planning 
framework and the NSEDP. As such, the further strengthening of the capacity of relevant 
organizations presents a challenge for the future. 

To address the abovementioned issues and utilize outputs from PCAP1 and PCAP2, a new 
technical cooperation scheme has been agreed upon, to be implemented within the period from 
March 2012 to September 2015, entitled “Project for Establishing Public Investment Plan under 
NSEDP” (hereafter referred to as PCAP3). 

In order to realize the primary objective of achieving sound project management that aligns 
with NSEDP targets, PCAP3 will develop methods and tools for public investment project 
management from a mid-term perspective, and further enhance the capacity of MPI, DPI and 
DPIO nationwide. More specifically, PCAP3 involves the following four approaches for 
achieving its primary objective: i) establish a mid-term public investment framework, ii) develop 
a process that ensures that project effects will be sustainable after the project completion, iii) 
improve the ODA project information management method, and iv) strengthen district-level 
public investment project management. 

 
1-2 Project Overview  
(1) Overall Goal: 

Sector ministries, government organizations and provincial/district sector departments manage 
public investment projects based on the mid-term public investment framework under the 
NSEDP. 
(2) Project Purpose: 

The Ministry of Planning and Investment and its subordinate organizations manage public 
investment projects through a Mid-Term Public Investment Plan and a comprehensive 
framework. 
(3) Outputs: 

1. A framework for Mid-term Public Investment Plan and Financial Management Guidelines is 
established. 

2. Measures for effective operation and maintenance of public investment projects after its 
completion are established. 

3. ODA project information management is improved. 
4. A mechanism of management and capacity development for district-level public investment 

projects is established. 
(4) Input (at the point of Terminal Evaluation) 

Japanese Side: 
• 9 experts 
• Lao consultants and other staff members to support experts 
• Cost for activities: 64 million JPY 

Indian Side: 
• Allocation of counterpart personnel (C/P): 64 persons 
• Facility for project offices, meeting rooms and training rooms 
• Partial costs of trainings 

2. Review Team 

Members Leader: 
Ms. Saeda Makimoto, Senior Representative, JICA Laos Office 

Government Project Planning: 
Dr. Nobuhisa Takeda, JICA Senior Advisor 

Cooperation Planning: 
Ms. Yu Nagaiwa, Deputy Director, JICA Laos Office 

Evaluation analysis: 
Mr. Izumi Sakaya, Senior Consultant, Prastha, Ltd. 

Period of Evaluation December 2 to 15, 2015 Type of Evaluation: Terminal 
Evaluation 
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3. Results of Evaluation 

3-1. Verification of Performance 
(1) Project Purpose 
Achievement level of the Project Purpose at the completion will not be sufficiently high, since 
only one out of four indicators to measure the degree of achievement has been fulfilled.  
MPI issued “Guideline on establishing the Vision to 2030, Ten years Social Economic Strategy 
(2016-2025) and the 8th National Social Economic Development Plan (2016-2020)” which 
contains one chapter dedicated to the mid-term public investment plan (indicator 1). While 
terminal evaluation studiers of completed public investment projects are being prepared, they are 
not likely to be implemented during the PCAP3 Project period (Indicator 2). Utilization of SPIS 
form developed by the Project for application for counterpart fund of ODA project is still limited 
and information on ODA projects including counterpart fund has not been shared yet among 
development partners and the Lao government (Indicator 3). It is not known whether the number 
of public investment project managed at the district has been increased or decreased, as the 
number of approved projects for FY 2016, after “the Prime Minister’s Decree on Implementation 
of Investment Law” was issued, is yet to be announced (Indicator 4). However, it is noted that 
Output 4, to which the Indicator 4 of the Project Purpose refers, itself has been achieved (see 3-1. 
(2) 4)). 
Although achievement level of the Project Purpose is not high enough, it is considered that the 
foundation of the proper management of public investment projects by MPI/DPI/DPI based on 
Mid-Term Public Investment Plan has been laid and the Project Purpose would be achieved with 
some measures such as enhancing legal enforcement of the usage of the tools and materials 
developed by the Project. 
<Indicators>  
1. A guideline to draft Mid-Term Public Investment Plan 2016-2020 that is related to the 

NSEDP 2016-2020 is officially announced from the Ministry of Planning and Investment to 
ministries, government organizations, provinces and districts. 

2. Evaluation studies for completed public investment projects are conducted for projects to be 
selected by the relevant authorities with operation and maintenance plans attached. 

3. Accuracy of information is confirmed through ODA counterpart fund request documents 
that the Lao side applies, and the information is shared with the donor projects 

4. Increased number of projects that are managed in the district levels. 
 

(2) Outputs 
1) Output 1 
Output 1 has been fully achieved as all three indicators have been fulfilled. 
A draft Mid-Term Public Investment Plan 2011-2015 was prepared as part of training of the 
workshop in the pilot organizations, Oudomxay and Champassak provinces in 2014 (Indicator 
1.1). MPI prepared and announced “Guideline on establishing the Vision to 2030, Ten years 
Social Economic Strategy (2016-2025) and the 8th National Social Economic Development Plan 
(2016-2020)” which included a guideline on the mid-term public investment plan as one chapter 
(Indicatoe1.2). MPI and the Project have completed the manual for the mid-term public 
investment plan in November 2014 and distributed the copies to 45 ministries and governmental 
organizations (Indicator 1.3). 

1.1 A draft Mid-Term Public Investment Plan 2011-2015 is prepared in the pilot organizations. 
1.2 A draft Mid-term Public Investment Financial Management Guideline 2016-2020 is 

prepared by the Ministry of Planning and Investment in line with the Government policies 
on financial discipline. 

1.3 Methods to develop and monitor the Mid-Term Public Investment Plan and the Mid-Term 
PIP Financial Management Guideline are included in the manuals and handbooks. 
 

2) Output 2 
Output 2 has been partially achieved. Two of five indicator have been fulfilled. 
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The discussion between MPI and Ministry of Finance (MoF) is in progress on their cooperation 
in terminal evaluation of public investment projects and new organization is going to be 
established in MoF to take responsible of the issue (Indicator 2.1). The Manual for Public 
Investment Project Evaluation was completed and officially approved by MPI in June 2014 
(Indicator 2.2) and a series of TOT, Top Management Seminar (TMS) and In-service Trainings 
for relevant officers of ministries, provinces and districts, were completed in February 2015, 
where introduction of implementing the terminal and ex-post evaluations was advised (Indicator 
2.3). The instruction/guideline on implementing the evaluation has been already drafted but not 
issued yet, and it is not known when it will be issued (Indicator 2.4). Terminal evaluation reports 
of the public investment project is supposed to have an operations and maintenance plan as 
attachment, but terminal evaluation has not been conducted yet (Indicator 2.5). 

2.1 The Ministry of Planning and Investment and the Ministry of Finance agrees on budget 
conditions including costs for maintenance and operation of completed public investment 
projects. 

2.2 Methods and procedures for terminal and post evaluation studies are developed and 
reflected in the manuals and handbooks. 

2.3 Methods and procedures of terminal and post evaluation studies are known through training 
etc. to ministry, province and district organizations concerned. 

2.4 The Ministry of Planning and Investment announces public investment projects that 
terminal and post evaluations will be conducted. 

2.5 Number of public investment projects that submit completion reports; with operations and 
maintenance plan attached; increases. 
 

3) Output 3 
Output 3 has been partially achieved with just one out of three indicators fulfilled. 
MPI-DIC, with assistance of UNDP, developed and disclosed Aid Management Platform (AMP) 
portal website and the AMP was supposed to include information of the national contribution 
budget (NCB) (counterpart funds) of the ODA project, which was to be provided through. 
Simplified Project Information Sheet (SPIS) developed by the Project. However, at the moment 
information of NCB is not available at AMP. The coverage of AMP database is just 60 to 70% of 
all ODA projects (indicator 3.1). “Manual for Public Investment Project Management” which 
includes SPIS workflow was completed and officially approved by MPI in 2014 (Indicator 3.2). 
Most of participants of the trainings have become familiar with methods and procedures using 
SPIS system but actual utilization of SPIS has not significantly increased except for Champassak 
province (Indicator 3.3). 

3.1 Development partners and the Lao Government are able to read ODA project information 
inclusive of counterpart funds. 

3.2 A guideline on ODA project information management is included in the manuals and 
handbooks. 

3.3 Methods and procedures of ODA project information management are disseminated to 
ministries, government organizations, provinces and district organizations concerned. 
 

4) Output 4 
Output 4 has been achieved with all three indicators fulfilled. 
“The Prime Minister’s Decree on Implementation of Public Investment Law” was issued in 
November 2014 in which the scale of public investment project of district’s responsibility was 
stipulated (Indicator 4.1). Methods and procedures for district-level public investment project 
management are included in “Manual for Public Investment Project Management” and two 
handbooks, all of which have been distributed to districts through provinces (Indicator 4.2). As a 
result of a series if TOT, more than 5 DPI officials of each province are now capable of 
conducting training for the staff of district planning offices and district sector departments. 
However, levels of trainers vary for ensuring the quality of trainings (Indicator 4.3). 

<Indicators> 
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4.1 The Ministry of Planning and Investment develops and announces roles and 
responsibilities for district-level public investment project management. 

4.2 Methods and procedures on district-level public investment project management are 
included in the manuals and handbooks. 

4.3 More than 5 provincial Department of Planning and Investment officials are capable of 
conducting training to district planning offices and district sector departments. 

3-2. Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance 
Relevance of the Project is high. 
・ The Project is relevant to the draft 8th NSEDP where directions such as constant economic 

growth and human resource development are shown as means to achieve the goal. The 
PCAP3, aiming to establish public investment management planning system under NSEDP, 
obviously contributes to macro stability as well as to human resources development of 
various levels involved in public investment management.  

・ For the last few years the Lao government suffers from a financial crisis caused by the 
expansion policy of the capital investment and the deficit in the recurrent expenditure. Under 
the current situation the introduction of Mid-Term Public Investment Plan with three-year 
rolling plan for appropriate management of public investment is completely consistent with 
the policy.  

・ The Project matches the needs of the direct beneficiaries, or target groups, MPI-
DOP/DOE/DIC, DPI and planning departments of line ministries, as they need develop 
capacity for public investment planning and project management.  

・ While Japan's ODA policy towards Lao PDR mentions four priority areas, strengthening the 
governance of the country, especially improvement in public investment management is a 
cross-cutting issue to contribute to all of them. 
 

(2) Effectiveness 
Effectiveness of the Project is moderate. 
・ The level of achievement of Project purpose will not be sufficiently high as mentioned in 3-

1 (1).  
・ Four Outputs of the Project have contributed to the achievement of the Project Purpose, 

especially Output 1 and 4. Considering the relatively high achievement of Outputs, the 
achievement indicators of Project Purpose might have been a little too strict. 

・ Several factors have promoted effectiveness of the Project as seen in 3-3.  
・ Rapid depreciation of Japanese yen has led to budget constraint for the activities of the 

Project. Reduction in the scale of training due to the decreased budget, among others, has 
affected effectiveness. 
 

(3) Efficiency 
Efficiency of the Project is assumed to be high. 
・ The Japanese Experts have been successfully transferring knowledge/skills to C/P, especially 

through a series of TOT. 
・ Lao consultants appointed by the Project have been indispensable for smooth implementation 

of the activities and for good communication between the Japanese and the Lao sides. 
・ The allocation of Lao C/P has been appropriate as their capability is good enough to conduct 

activities. Although some of main C/P of MPI have not allocated enough time to the Project 
because of their other workload, they have efficiently handled tasks under the Project.   

・ Equipment and facility used for the Project have been appropriate with no troubles observed. 
・ The degree of achievement of the outputs is considered generally high, even with some 

unachieved issues, in proportion of the Project Inputs which were reduced to some extent 
compared to the initial plan because of budget constraint. 
 

(4) Impact 
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The Project has a number of positive impacts while no negative impacts have been observed. 
・ It is not clear at present about the likeliness of achieving Overall Goal, the Project has 

formed positive direction for its achievement. 
・ In relation to activities of Output 1, a guideline for the Five-year Public Investment Plan was 

included in the guidelines for formulating the 8th NSEDP. This is the result of the 
government decision to attach more importance in the relevance/linkage of public investment 
management to NSEDP, which the Project has stressed.  

・ Since the activities and outputs of the Project have been very much appreciated by the Lao 
side, most of main C/P at MPI have now become in a more important position of the 
government, which will facilitate further smooth implementation of the Project. 

・ With skills and knowledge developed through the Project, including PCAP1 and PCAP2, it 
seems that the staff of MPI and DPI and other government agencies involved, are efficiently 
managing other development partner’s projects as well. PCAP3 itself has some collaboration 
with other development partners’ projects, such as World Bank and UNDP. 
 

(5) Sustainability 
The sustainability of the Project is moderate with some mixed prospects in every aspect. 
1) Policy and institutional aspect 
・ The Project is consistent with the government policy including the 8th NSEDP. 
・ As ccurrent financial condition of Lao PDR desperately needs appropriate public investment 

management, sustainability will be maintained in policy aspect. 
・ In order to secure institutional and technical sustainability after the completion of the Project, 

the Project has started preparation to set up Technical Working Group for every four 
Outputs. 

2) Technical aspect 
・ The large number of Lao staff is now capable of formulating mid-term public investment 

plan, assessing and evaluating public investment projects, etc. through the Project activities 
especially various training sessions. However, many of the staff are concerned that within the 
Project period, they have not experienced sufficient practices in what they learned in training. 

・ Manuals and handbooks developed by the Project are very much appreciated by the Lao side 
and these materials will play an important role for the continuity of the Project activities. 
Almost all materials developed by PCAP are now available as PDF at the Project website.. 

3) Financial aspect 
・ At the macro level, because the Lao government is facing a severe financial difficulty, every 

kind of government activities could be adversely affected by the budget constraint in the 
coming years. 

・ At the specific level of the Project activities MPI-DOE and some DPIs have already secured 
the next year’s budget for project evaluation somehow. Actually, trainings of public 
investment project management by DPI to DPO have been conducted mostly with the Lao 
budget without any expenditure of the Project. Even though financial sustainability is not 
fully secured, it is not critical for the moment. 

3-3. Factors promoting effect of the Project 
(1) Contents of the Project planning 
・ Throughout the Project activities, in particular extensive training sessions like the past PCAP, 

many of Lao C/P and other staff have upgraded their capacities. 
・ “The Prime Minister’s Decree on the Implementation of Public Investment Law”, in which 

the roles and responsibilities of district-level public investment project management were 
defined, was issued in November 2014 and accelerated the Output 4 effects. 

・ Among many participants of the Project activities, Champassak Province, as one of pilot 
organizations, has shown brilliant performances in all Outputs. 
 

(2) Implementation process 
・ A consolidated relationship between Japanese Experts and Lao C/P, based on 10 years’ 

cooperation since PCAP1, has facilitated the smooth implementation of the project activities  
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and produced effective results. 
・ Lao consultants appointed by the Experts team have played an important role in constructing 

a good and frank relationship between the Japanese and Lao sides with their professional 
capability and communication skills. 

・ The Project activities have been smoothly implemented with a strong leadership and 
commitment of top management of the Project of the Lao side, especially at the late stage of 
the Project.. 

3-4. Factors inhibiting the effect of the Project 
(1) Contents of the Project planning 
・ None. 

 
(2) Implementation process 
・ Due to sharp depreciation of Japanese yen, budget for Project activities have been decreased 

compared to the initial plan, resulting in reduction on scale of the activities. 
・ Delay or lack of legal enforcement of the usage of the tools such as manuals and formats 

developed by the Project, have caused slowness of dissemination of those tools. 
3-5. Conclusion 
・ The achievement level of the Project Purpose at the completion will not be sufficiently 

high. 
・ Although the basis of the management of public investment projects along with Mid-Term 

Public Investment Plan is formulated, the actual implementation of Mid-Term Public 
Investment Plan will be operated from 2015/2016, thus it is difficult to judge whether MPI 
properly manage public investment plan based on the Mid-Term Public Investment 
Framework at this moment. This year is important stage for MPI to functionalize the Mid-
Term Public Investment Management Framework for achieving Project Purpose. 

・ “Relevance” and “efficiency” of the Project are high whereas “effectiveness” and 
“sustainability” are moderate. As for “impact”, several positive impacts have been 
observed. 

・ MPI requested for the extension of the Project period. The Evaluation Team recognized the 
some additional support to MPI would be reasonable 

3-6. Recommendations 
(1) Issues to be considered within the project period 

1) Support from legally binding document for promoting usage of manuals and formats  
In order to promote the wider usage of public investment management tools developed by 

the Project, such as Five-year Public Investment Plan, Three-year Public Investment Priority 
List and SPIS, it is necessary for MPI to clearly indicate the use of specific formats and 
manuals in its official instructions and guidelines with legal binding. 
 

2) Ensuring the use of result based Format on Five-year Public Investment Plan 
MPI needs to ensure Ministries and Provinces to use the Format on Five-year Public 

Investment Plan of the Manual for Mid-Term Public Investment Plan, which is reflecting the 
result based management, in the formulation of respective five-year public investment plan 
under SEDP. 
 

3) Issuance of the Guideline of Terminal Evaluation and Ex-Post Evaluation 
Actual implementation of terminal evaluation and ex-post evaluation by Ministries and 

Provinces needs to be initiated with the personal and budgetary provision.  In this 
connection, MPI needs to issue the Guidelines of Implementation of Terminal and Ex-Post 
Evaluation on Domestic-funded Public Investment Projects at the earliest within July 2015. 
 

(2) Issues to be considered for sustaining self-help efforts after the completion of the Project 
1) Formulation of Three-year Public Investment Priority List 

For effective public investment management with Three-year Public Investment Priority 
List, instruction for 2016/2017 budget preparation needs to be included budget ceiling align 
with MTBF, where possible, and the usage of format in the Manual for Mid-Term Public 
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Investment Plan. 
 

2) Sharing good practices of public investment management 
Good practices of public investment management by the pilot and monitor organization 

such as Champassak Province should be shared among other provinces and utilized as 
resource persons for training 
 

3) Maintenance of homepage access to documents related to public investment management 
MPI should maintain the homepage to provide access to documents related to public 

investment management such as law, decree, instructions, guidelines, manuals, handbook, 
and formats.  It can be considered to establish such homepage within the official MPI 
homepage in future. 

 
4) Sharing good practices of public investment management 

MPI should continue to make the efforts to ensure the understanding and support from the 
top management of the ministries and provinces for effective public investment 
management. 
 

5) Continued cooperation with Ministry of Finance in public investment management 
MPI should continue to cooperate with Ministry of Finance, particularly newly established 

Public Investment Financial Division of the Budget Department for effective management of 
public investment projects. 

3-7. Lessons Learnt 
(1) Importance of legal support for new initiative 
Timely provision of clear instructions and guidelines based on law is essential to support the 
implementation of new initiatives and usage of new tools. 
 
(2) Process to develop new mechanism reflecting country context 
The exercise for piloting new initiative or mechanism in the pilot organization and verifying its 
result with the monitor organization is appropriate for developing suitable process reflecting the 
particular context of the country. 

 



 

－1－ 

第１章第１章第１章第１章    終了時評価の概要終了時評価の概要終了時評価の概要終了時評価の概要 

 

１－１ 終了時評価調査派遣の経緯と目的 

（１）調査団派遣の経緯 

ラオス人民民主共和国（以下「ラオス」という。）では、MPI が公共投資事業の運営監理

全般に責任と権限を有する機関として位置づけられている。MPI は国会で承認される公共投

資事業の予算に対して審査を行い、各分野における事業の妥当性について検証するとともに、

定期的なモニタリングと評価の実施とその結果の国会報告も求められている。しかしながら、

MPI 及びその出先機関にあたる DPI や DPO の事業管理能力が不足しているため、ラオスの

国内予算で実施される公共投資事業の全体が効果的に行われず、5 カ年 NSEDP の目標達成

に対する貢献度も不明確であり、計画と実施の間に大きな乖離が生じる等の問題が発生して

いる。 

これまで JICA は MPI を主な C/P として種々の技術協力を実施してきたが、公共投資事業

の選定の透明性と説明責任を高めるためには、MPI 及び関連省庁、県や郡での能力開発の更

なる浸透が必要である。さらに公共投資事業管理の改善を進めるため、財務管理や NSEDP

の上位目標に合致する中期的な計画枠組みのなかで公共投資事業運営監理を行うための能

力の強化が今後の課題となっている。 

また、ODA 案件の情報管理に関して、MPI は AMP の構築を進めているが、その情報源は

ドナーのプロジェクトドキュメントに基づいている。他方、GoL 側事業責任者が ODA 案件

の C/P ファンドの予算申請を行う際、ODA 案件そのものの情報を正確に把握していないため、

ドナー側が使用している案件名や活動内容と一致しない情報で申請することがある。そのた

め、AMP にある ODA 案件とのマッチングができず、その結果ドナー側と合意した内容に基

づいた C/P ファンドが手当てされない等、情報錯綜による問題が発生している。 

さらに、郡ベル公共投資事業の運営監理能力強化について、現在 GoL で郡レベルへの予算

管理も含めた権限の分散と能力強化が検討されており、具体的な権限移譲の形態、予算管理

との関係、職員の業務遂行のための能力向上が今後の課題となっている。 

このような実績や課題及びラオスの状況も踏まえ、本事業では、ラオス MPI とその出先機

関にあたる DPI や DPO において、①中期公共投資計画の策定支援、②公共投資事業の効果

発現のための仕組みづくり、③ODA 案件情報の運営監理方法改善、④郡レベルにおける公共

投資事業の運営監理能力強化の仕組みづくりを行うことにより、中期的な枠組みのなかで公

共投資事業の運営監理能力強化を図る。それによって、中央省庁及び各県・郡のセクター部

局による、NSEDP の目標に合致する中期的な枠組みを踏まえた適切な公共投資事業運営監理

に寄与することを目的としている。PCAP3 ではこれまでに、パイロット・モニター組織と協

働して各成果に係る手法や手順の開発、及び全国普及に向けた研修準備を行い、更にモニタ

ー組織において手法や手順の検証、それらのマニュアル・ハンドブックへの反映、普及活動

が行われた。 

今回実施する終了時評価では、2015 年 9 月のプロジェクト終了を控え、ＧoL とこれまで

の実績及び本プロジェクトの目標達成度や成果の発言状況等を把握・分析するとともに、評

価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から評価を行う。そのう

えで、特に案件終了後の持続性を念頭におき、終了までに向けた活動に関する提言、及び教
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訓を調査報告書として取りまとめ、これらを関係者と合意することを目的とする。 

 

（２）調査の目的 

①プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix。以下「PDM」という。）、

活動計画（Plan of Operations。以下「PO」という。）に基づき、プロジェクトの投入実績、

活動実績、計画達成度を調査・確認し、課題を整理する。 

②評価 5 項目（有効性、インパクト、効率性、妥当性、持続性）の観点から、両国関係者と

ともに、プロジェクトの評価を行い、終了時調査報告書を作成する。 

③上記①及び②に基づき、また、プロジェクト目標の達成及び成果の発現のためにプロジェ

クト終了までに取り組むべき活動を特定・整理する。上位目標達成に向けては、プロジェ

クト終了後に想定される課題及びその対応策を分析・整理し、これらに基づいた提言を含

めて評価報告書として取りまとめる。また、所定の期間で本プロジェクトを終了させられ

るか判断し、必要に応じて延長計画概要について M/M についてまとめ、ラオス側と協議・

合意する。 

 

１－２ 調査日程 

日程 日付 時間 活動概要 

1 2-Jun Tue 

9:00 Preliminary Meeting in JICA Laos Office 

10:00 Interview with PCAP3 Experts 

13:30 

Interview with MPI-DOE Director General Mr. Bounsamak 

SAYASENG, MPI-DOP DDG Mr. Ounheune CHITTAPONG, MPI-DIC 

DDG Mr. Sysomphopne PHETDAOHEUANG, Houmphanh 

SOUKPRASITH （Overall） 

2 3-Jun Wed 

9:00 Interviews/Discussions with working group Output 1  （DOP） 

10:30 
Interviews/Discussions with working group Output 2 （DOE, DPI-VTC, 

MAF） 

14:00 
Interviews/Discussions with working group Output 3  （DOE, DIC, 

DPI-VTC, MPWT, MAF） 

15:30 Interviews/Discussions with working group Output 4  （DOE） 

3 4-Jun Thu 

6:00 Flight from Vientiane to Champasack 

8:30 
Interviews/Discussions with Champasack DPI working group Output 2 

（DOE, DPI-VTC, MAF） 

10:00 
Interviews/Discussions with Champasack DPI working group Output 3  

（DOE, DIC, DPI-VTC, MPWT, MAF） 

11:00 
Interviews/Discussions with Champasack DPI working group Output 4  

（DOE） 

13:30 Interviews/Discussions with Champasack DAF 

15:00 Interviews/Discussions with Champasack DPWT 

4 5-Jun Fri 
09:00 

Interviews/Discussions with Champasack DPI Deputy Director and 

working group Output 1 

12:30 Flight from Champasack to Vientiane 
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5 6-Jun Sat 
 

Documentation 

6 7-Jun Sun 
 

Documentation 

7 8-Jun Mon 

8:30 Meeting with JICA Laos Chief Representative 

10:00 Meeting with MPI-DOE Director General Mr. Bounsamack 

11:00 Interview with JICA CAROL Project in MPWT on O&M cost issue 

14:00 
Interview with Ministry of Finance Fiscal Policy Department （Output 

1） 

15:00 
Interview with Ministry of Finance Budget Department DG （Output 1 

& 2） 

8 9-Jun Tue 

9:30 Go to Bolikhamxay province by car 

14:00 Interview with Bolikhamxay DPI Director and Deputy Director 

15:00 Interview with Head of Evaluation Division and DPI officials 

9 10-Jun Wed 

9:30 Interview with Head of DPO and DPO officials 

13:30 Visit project site 1: District Hall 

14:30 Visit project site 2: Village roads 

15:30 Go to Vientiane by car 

10 11-Jun Thu 

10:30 Meeting with PCAP3 Expert 

13:30 
Interview with World Bank （Related to their project with MPI-DOP on 

Disaster Risk and Climate Change） 

15:00 Interview with UNDP （Output 1&3） 

11 12-Jun Fri 
AM Meeting with JICA Laos office 

16:00 Final Discussion with MPI on draft Evaluation Report 

12 13-Jun Sat 
 

Finalisation of Evaluation Report 

13 14-Jun Sun 
 

Finalisation of Evaluation Report 

14 15-Jun Mon 
13:30 

JCC and M/M Signing with  Dr. Khamlien PHOLSENA, Vice Minister 

of MPI 

- Mr. Takeda and Mr. Sakaya departure 

 

１－３ 調査団構成 

日本側の調査団構成は以下に示すとおりである。 

担当業務 氏 名 所 属 

団 長 牧本 小枝 JICA ラオス事務所 次長 

政府事業計画 武田 長久 JICA 国際協力専門員 

評価分析 昌谷 泉 合資会社プラスタ 

協力企画 長岩 優 JICA ラオス事務所 企画調査員 

 

ラオス側の調査団構成は以下に示すとおりである。 

Name Designation Organization and 

Dr. Khamlien 

PHOLSENA 

Project Director Vice Minister of MPI 
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Mr. Bounsamak 

SAYASENG 

Project Manager Director General of MPI-DOE 

Mr. Ounheaune 

CHITTHAPHONG 

Deputy Project 

Manager 

Deputy Director General of MPI-DOP 

 

Mr. Houmphanh 

SOUKPRASITH 

Deputy Project 

Manager 

Deputy Director General of MPI-DIC 

 

１－４ 主要面談者 

調査の一環として次に挙げるプロジェクト関係者にインタビューを実施した。 

- MPI 職員 

- プロジェクトの C/P スタッフ 

- DPI 職員 

- DPO 職員 

- ドナー関係者 

- 日本人専門家 

- JICA ラオス事務所職員 

 

１－５ 評価手法 

１－５－１ 評価の手順 

評価調査団は、PDM の評価指標に基づいて、成果とプロジェクト目標の達成度及び上位目標

達成見込みを確認し、続いて評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の

観点から分析を行った。さらに、導き出された結論に従い提言を取りまとめ、プロジェクト実

施から得られた教訓を導出した。 

評価の過程においては、文献調査、関係者に対する質問票調査及びインタビュー、プロジェ

クトサイトの訪問調査によってデータ、情報を収集した。その際、評価項目のチェックリスト

として評価グリッドを使用した（付属資料 3「M/M」の Annex 7）。暫定的な評価結果をラオス

側の合同評価委員会メンバーやその他のプロジェクト関係者と議論し、事実関係を確認し、必

要な修正を加えたうえで最終的な評価結果をまとめた。 

 

１－５－２ 分析項目 

（１）実 績 

プロジェクトの実績は、投入、活動、成果、プロジェクト目標及び上位目標の達成度に

より評価した。PDM に記載された達成指標をその基準とし、また、PO に記載された活動

計画を参考にした。 

 

（２）実施プロセス 

プロジェクト管理の適切性を検証し、プロジェクト実施の促進及び阻害要因を摘出する

ため、技術移転、関係者間のコミュニケーション、モニタリング実施等のさまざまな観点

から実施プロセスを調査した。 
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（３）5 項目による評価 

開発プロジェクトを評価する際に国際的に使用される評価 5 項目

1
の観点から、収集した

データを分析し、総合的に判断した。評価 5 項目の内容は以下のとおりである。 

１）妥当性（relevance） 

プロジェクトの目標は、受益者のニーズと合致しているか、相手国の政策や日本の援

助政策との整合性はあるか等の正当性や必要性を確認する。 

２）有効性（effectiveness） 

プロジェクトの実施によって、プロジェクトの目標が達成され、受益者や対象社会に

便益がもたらされているか等を確認する。 

３）効率性（efficiency） 

プロジェクトの投入と成果の関係に着目し、投入した資源が効果的に活用されている

か等を確認する。 

４）インパクト（impact） 

プロジェクトの実施によってもたらされる、長期的な効果、波及効果、上位目標の達

成度合い等を確認する。 

５）持続性（sustainability） 

プロジェクトで発現した効果が、協力終了後においても持続し発展しているかを確認

する。 

 

                                                        
1
 OECD-DACのガイドラインによる。 
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第２章第２章第２章第２章    プロジェクトの概要プロジェクトの概要プロジェクトの概要プロジェクトの概要 

 

２－１ プロジェクトの背景 

ラオスでは、MPI が公共投資事業の運営監理全般に責任と権限を有する機関として位置づけら

れている。MPI は国会での開発予算承認に向けて、公共投資事業の事前審査を行い、各セクター

や県・市に係る事業の妥当性を検証するとともに、定期的なモニタリングと評価を実施して、そ

の結果を国会に報告することも求められている。しかしながら、MPI とその出先機関にあたる

DPI や DPO のレベルで事業運営監理に係る能力が不足しているため、特に国内予算で実施される

公共投資事業の一部が効果的に行われず、NSEDP5 カ年計画の目標達成に対する貢献度も不明確

であり、計画と実施の間に大きな乖離が生じるなどの問題が発生している。 

このような状況の下、GoL 主導の公共投資事業が適切に審査、モニタリング、評価されること

を目標に、MPI を C/P 機関として JICA 技術協力プロジェクト PCAP1 を 2004 年 11 月～2007 年

10 月まで、PCAP2 を 2008 年 3 月～2011 年 8 月まで、それぞれ実施した。 

PCAP1 と PCAP2 は、公共投資事業の審査、モニタリング、評価の手法と公共事業審査に関す

る各種書式を開発・改訂し、その普及と研修の実施を通して、MPI や DPI の公共投資事業運営監

理の能力向上に貢献した。また、2009 年 12 月に制定された公共投資法を通じて、公共投資事業

の事業審査が義務づけられ、更に PCAP1 と PCAP2 で開発した手法と各種書式が法律により国の

制度として位置づけられた。 

また、公共投資事業の選定の透明性と説明責任を高めるためには、MPI 及び関連省庁、県や郡

での能力開発の更なる浸透が必要である。さらに公共投資事業管理の改善を進めるため、財務管

理や NSEDP の上位目標に合致する中期的な計画枠組みのなかで公共投資事業運営監理を行うた

めの能力の強化が今後の課題となっている。 

このような実績や課題及びラオスの状況を踏まえ、MPI の公共投資事業の運営監理能力を更に

向上させる新たな技術協力として、本プロジェクト（PCAP3）を実施する運びとなった。本プロ

ジェクトでは、公共投資が中期的な視点でより効果的・効率的になるために必要な運営監理方法

を開発し、それを普及することにより、MPI とその出先機関にあたる DPI や DPO における運営

監理能力を強化することを目的としている。具体的には、①中期公共投資計画と財務管理ガイド

ラインの策定支援、②公共投資事業の効果発現のための仕組みづくり、③ODA 案件情報の運営監

理方法改善、④郡レベルにおける公共投資事業の運営監理能力強化を図る。それによって、中央

省庁と各県、郡のセクター部局による、NSEDP の目標達成に資する中期的な枠組みを踏まえた適

切な公共投資事業運営監理に寄与することを目的としている。 
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２－２ プロジェクト概要 

項目 内容 

上位目標  中央省庁及び各県・郡のセクター部局により、NSEDP の目標に合致する中期的な

枠組みを踏まえた適切な公共投資事業の運営監理が実施される。  

 

達成指標： 

1）中期公共投資計画（2016～2020 年）が、GoL の標準的な開発予算の策定及

びモニタリングツールとして、中央省庁、県、郡によって活用されている。 

2）中期的な公共投資財務管理がなされたことによって、開発予算の負債額が

減少傾向にある。 

3）完了した公共投資事業が当初計画どおり運用・維持され、NSEDP の目標達

成に貢献している。 

プロジェ

クト目標 

MPI とその出先機関にあたる DPI や DPO において、中期的な枠組みのなかで公共

投資事業の運営監理能力が強化される。 

 

達成指標： 

1）次期 NSEDP（2016～2020 年）にリンクした中期公共投資計画（2016～2020

年）の策定ガイドラインが、MPI より中央省庁、県、郡に対して公式に通

達されている。 

2）関連部署によって選定された完了事業の事業評価が実施され、維持管理計

画が添付される。 

3）ラオス側が申請する ODA 案件 C/P ファンド申請書の ODA 案件情報の精度

が向上（案件の情報がプロジェクトの実態に沿っている）し、ドナーと共

有できている。 

4）郡レベルで運営監理されている公共投資事業の数が増加する。 

成果 

及び達成

指標 

 

1. 中期公共投資計画と財務

管理ガイドラインの枠組み

が策定される。 

1）パイロット組織において中期公共投資計画案

（2011～2015 年）が作成される。 

2）中期公共投資財務管理ガイドライン案（2016～

2020 年）が、政府の財務規律に係る政策に則っ

た形で、MPI により作成される。 

3）中期公共投資計画及び中期公共投資財務管理ガ

イドラインの策定方法とモニタリング方法がマ

ニュアル・ハンドブックに含まれている。 

2. 公共投資事業を適切に運

用・維持管理するための仕組

みが構築される。 

1）MPI と MOF との間で、完了した公共投資事業の

評価や維持管理費用のあり方に関する合意がな

されている。 

2）公共投資事業の終了時評価と事後評価の方法や

プロセスがマニュアル・ハンドブックに含まれ

ている。 

3）終了時評価と事後評価の方法論やツールが省庁、

県、郡の関連機関に研修等を通じて普及してい

る。 

4）MPI から、終了時評価及び事後評価を実施する

旨、正式通達が出る。 
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5）維持管理計画案を含んだ事業完了レポートを提

出している公共投資事業が増加する。 

3. ODA 案件情報の運営監理

方法が改善される。 

1）ドナーと政府側の双方が、C/P ファンド情報を含

めた ODA 案件情報を閲覧することができる。 

2）ODA 案件情報管理のガイドラインがマニュア

ル・ハンドブックに盛り込まれている。 

3）ODA 案件情報管理の方法論やツールが省庁、県、

郡の関連機関に普及している。 

4. 郡レベル公共投資事業の

運営監理方法と能力強化の

仕組みが構築される。 

1）MPI によって、郡レベルが順守するべき公共投

資事業の策定及び運営監理の役割に関して、通

達が出されている。 

2）郡レベル公共投資事業の運営監理方法がマニュ

アル・ハンドブックに含まれている。 

3）各県で 5 人以上の DPI 職員が、DPO や郡セクタ

ー部局を対象とした研修を実施できる体制にな

っている。 
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第３章第３章第３章第３章    プロジェクトの実績・実施プロセスプロジェクトの実績・実施プロセスプロジェクトの実績・実施プロセスプロジェクトの実績・実施プロセス 

 

３－１ 投 入 

2012 年 3 月から終了時評価時の 2015 年 6 月に至るまで、日本側、ラオス側双方の投入は下記

のとおりほぼ計画どおりに実施された。投入の詳細は付属資料 3「M/M」の Annex 3（日本側）

と Annex 4（ラオス側）のとおりである。 

 

３－１－１ 日本側 

（1）専門家派遣 

プロジェクト開始以来、9 名の専門家が四つの成果分野において派遣されている。合計

人月数は 2015 年 9 月末のプロジェクト完了時点で約 83 人月となる予定である。 

 

（2）ラオス人スタッフ 

日本人専門家をサポートするため、数名のラオス人コンサルタント、スタッフがプロジ

ェクトにより雇用された。 

 

（3）機材の提供 

プロジェクト活動のための事務機、事務所用家具を主とする各種機材が提供された。 

 

（4）プロジェクト支出 

プロジェクト運営に必要な経費として、プロジェクト終了までに総額約 6,400 万円

2
が日

本側より支出される。 

 

３－１－２ ラオス側 

（1）カウンターパート（C/P）人員の配置 

プロジェクト・ディレクター、プロジェクト・マネジャー及び 2 名の副プロジェクト・

マネジャーの下、60 名以上の MPI 職員、関連省庁職員、DPI 職員が C/P スタッフとして参

加した。 

 

（2）施設の提供 

MPI は日本人専門家のための事務所と事務所用家具、及び会議、研修用の施設を提供し

た。MPI が事務所経費（水道光熱費、通信費）を負担した。 

 

（3）その他の支出 

C/P 人員の給与、各種行政管理費やその他の費用を負担した。また、活動の一環として

DPI が DPO を対象に実施した研修の費用はラオス側が負担した

3
。 

 

                                                        
2
 1、2年次の実績と3年次見込みの合計。 

3 
一部は他のドナーが負担した。 
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３－２ 活動実績 

評価調査団は、PDM（付属資料 1）に記載されたほとんどのプロジェクト活動が PO の記載さ

れたスケジュールに従って実施済み、もしくは実施中であることを確認した。ただし PO 記載の

活動番号 35、「メタ評価（評価業務そのものの評価）の実施」は実施されていない。公共投資事

業の終了時評価業務がいまだ実施されていないことによる。 

 

３－３ 成 果 

評価調査団はプロジェクトが PDM に記載された活動を実施することにより四つの成果を上げ

たことを確認した。成果ごとの達成状況を以下に示す。 

 

３－３－１ 成果１ 

成果１：中期公共投資計画と財務管理ガイドラインの枠組みが策定される。 

 

指標 

1-1．パイロット組織において中期公共投資計画案（2011～2015 年）が作成される。 

1-2．中期公共投資財務管理ガイドライン案（2016～2020 年）が、政府の財務規律に係る

政策に則った形で、MPI により作成される。 

1-3．中期公共投資計画及び中期公共投資財務管理ガイドラインの策定方法とモニタリング

方法がマニュアル・ハンドブックに含まれている。 

 

（指標 1-1） 

指標は達成された。 

中期公共投資計画策定に関する 2014 年の研修ワークショップの一環として、パイロット

県であるウドムサイ県、チャンパサック県で「中期公共投資計画案（2011～2015 年）」が策

定された。ワークショップの詳細情報は付属資料 3「M/M」の Annex 5 に示したとおりであ

る。 

 

（指標 1-2） 

指標は達成された。 

MPI は 5 カ年公共投資計画ガイドラインを独立した形で公布する必要性を認めなかったた

め、プロジェクトは第 8 次 NSEDP 策定ガイドラインにその内容を含めることを提案した。

その結果、MPI は「ビジョン 2030、10 カ年社会経済戦略（2016～2025 年）及び第 8 次 NSEDP

（2016～2020 年）策定ガイドライン」のなかに中期公共投資計画に関する一章を設けて、こ

れを公布した。同ガイドラインにおいて、省庁・県は中期予算計画の枠組みに則り優先事業

を選定するよう指示されている。 

 

（指標 1-3） 

指標は達成された。 

MPI及びプロジェクトは、中期公共投資計画のためのマニュアルを 2014年 11月に作成し、

45 の省庁及び政府機関に配布した。その後 MPI は 2015 年 3 月にマニュアルを微修正した。
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プロジェクトは、中期公共投資計画に関する内容を含む公共投資監理ハンドブックを作成し

た。付属資料 3「M/M」の Annex 7 にプロジェクトで作成されたマニュアルとハンドブック

のリストが掲載されている。 

    

以上のように、すべての指標が達成されていることから、成果 1 は達成されている。 

 

３－３－２ 成果２ 

成果２：公共投資事業を適切に運用・維持管理するための仕組みが構築される。 

 

指標 

2-1．MPI と MOF との間で、完了した公共投資事業の評価や維持管理費用のあり方に関す

る合意がなされている。 

2-2．公共投資事業の終了時評価と事後評価の方法やプロセスがマニュアル・ハンドブック

に含まれている。 

2-3．終了時評価と事後評価の方法論やツールが省庁、県、郡の関連機関に研修等を通じて

普及している。 

2-4．MPI から、終了時評価及び事後評価を実施する旨、正式通達が出る。 

2-5．維持管理計画案を含んだ事業完了レポートを提出している公共投資事業が増加する。 

 

（指標 2-1） 

MPI と MOF の間で協議は継続されている。 

MPI と MOF は、公共事業の終了時・事後評価実施において両省が協力することの重要性

について事務レベルで合意しており、MOF は予算局のなかに PIFD という部署を 2015 年 7

～9 月の間に新設することを決定している。PIFD の職掌の一つは、公共投資事業の終了時評

価調査団の一員となり、事業への支出が法規に従っていることを確認することである。明確

には規定さてはいないが、PIFD は更に事業の維持運営費用等の予算計画を調査することが

期待される。 

 

（指標 2-2） 

指標は達成された。 

「公共投資事業評価マニュアル」改訂版は 2014 年 6 月に完成し MPI に公式に承認された。

同マニュアルには終了時評価と事後評価の方法やプロセスが記載されている。 

 

（指標 2-3） 

指標は達成された。 

ToT、幹部向けセミナー、実務研修といった各種研修が 2015 年 2 月までに実施された。研

修においては終了時評価と事後評価の実施導入を告知し、全国の県 DPI 及びセクター局の

332 名の職員に評価手法を普及させた。ToT に参加した 23 名の職員のうち 20 名が講師資格

を取得、幹部向けセミナーには 185 名が参加、実務研修を受けた 124 名の職員のうち 83％の

受講生がポストテストで 90％以上の正答率を記録した。各種研修の実施詳細は付属資料 3

「M/M」の Annex 5 に示されている。  
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（指標 2-4） 

指標は達成されていない。 

公共投資事業の終了時・事後評価の実施通達の草案は 2014 年 11 月に作成され、現在

MPI-DOE で検討されているところであり、検討終了後に発出されることになる。ただしその

時期は今回の終了時評価の時点では明示されることはなく、プロジェクト終了時までに発出

されるかどうかは不明である。 

 

（指標 2-5） 

指標は達成されていない。 

維持管理計画案を含んだ事業完了レポートを提出している公共投資事業は現時点で存在

しない。指標 2-4 で述べたようにいまだ公共投資事業の終了時・事後評価の実施通達は発出

されていない。事業の維持管理計画案は終了時評価報告書に記載され、終了時評価報告書が

その後に作成される事業完了レポートに添付されることになるので、この指標は「維持管理

計画案が含まれた公共投資事業の終了時評価報告書が提出される」と読み替えられる。 

基本的な維持管理計画の策定手法等の事業評価に関するセミナーや研修等、関連プロジェ

クト活動は 2015 年 4 月までにすべて実施されており、評価の実施通達（ガイドライン）発

出を待つところである。実施通達発出後に予算が確保されてから事業評価は徐々に実施され、

維持管理計画を含む終了時評価報告書の数は増加していくことになる。したがってこの指標

の達成は通達発出の時期と予算の確保状況に左右される。ただし、終了時評価調査自体に少

なくとも 2 カ月を要することを考慮すると達成は困難といえる。 

    

達成されている指標は 5 指標のうち二つであり、成果２全体としては、部分的な達成にと

どまっている。 

 

３－３－３ 成果３ 

成果３：ODA 案件情報の運営監理方法が改善される。 

 

指標 

3-1．ドナーと政府側の双方が、C/P ファンド情報を含めた ODA 案件情報を閲覧すること

ができる。 

3-2．ODA 案件情報管理のガイドラインがマニュアル・ハンドブックに盛り込まれている。 

3-3．ODA 案件情報管理の方法論やツールが省庁、県、郡の関連機関に普及している。 

 

（指標 3-1） 

指標は達成されていない。 

MPI-DIC は UNDP の支援を受けて AMP を構築しウェブサイトで公開している

4
。AMP で

は ODA 案件の個別情報が閲覧できる。AMP にはプロジェクトで開発された C/P ファンド申

請書 SPIS を基に C/P ファンド情報も入力される計画があるが、いまだ実現されておらず、

                                                        
4
 2013年11月に公開。http://ppamp.mpi.gov.la/ 
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また ODA 案件のカバー率自体も 6、7 割にとどまり、最新情報が掲載されていない案件もあ

る。したがって「C/P ファンド情報を含めた ODA 案件情報」がドナーと政府側に共有されて

いる状態とはいえない。 

 

（指標 3-2） 

指標は達成されている。 

ODA 案件情報管理の方法が記載された「公共投資事業監理マニュアル」改訂版は 2014 年

に作成され MPI の公式承認を受けた。このマニュアルは、他のマニュアルやハンドブック、

様式等とともにプロジェクトのポータルサイトでダウンロード可能である

5
。 

 

（指標 3-3） 

指標の達成は限定的である。 

一連の研修を通じて SPIS を利用した ODA 案件の C/P ファンド申請方法を周知させた。研

修に参加した機関は中央省庁 15、中央の公共機関 1、ビエンチャン特別市の 14 局と公共機

関 3、チャンパサック県の 16 局と公共機関 2 で、参加した職員の総数は 115 名に達した。研

修のポストテストを受けた 98 名の受講者中、96％が 90％以上の正答率を記録した。このよ

うに研修受講者のほとんどが SPIS を利用した申請方法と手続きを習得した。ただしプロジ

ェクト目標の指標 3 に記したように、SPIS の実際の利用は、ターゲット県であるチャンパサ

ック県以外ではあまり進んでいない。研修の実施詳細は付属資料 3「M/M」の Annex 5 に示

されている。 

    

達成度の高い指標は一つのみであることから、成果３は部分的な達成にとどまっている。 

 

３－３－４ 成果４ 

成果４：郡レベル公共投資事業の運営監理方法と能力強化の仕組みが構築される。 

 

指標 

4-1．MPI によって、郡レベルが順守するべき公共投資事業の策定及び運営監理の役割に関

して、通達が出されている。 

4-2．郡レベル公共投資事業の運営監理方法がマニュアル・ハンドブックに含まれている。 

4-3．各県で 5 人以上の DPI 職員が、DPO や郡セクター部局を対象とした研修を実施でき

る体制になっている。 

 

（指標 4-1） 

指標は達成された。 

2014 年 11 月に「公共投資法実施に関する首相令」が公布された。その 12 条において、総

額 50 億キープ以下の公共事業（タイプ 3 の事業）は郡レベルで運営監理すると規定されて

いる。 

  

                                                        
5
 “Lao PDR Public Investment Management Portal” http://laopim.jimdo.com/ 
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（指標 4-2） 

指標は達成された。 

郡レベル公共投資事業の運営監理手続きについて記載された「公共投資事業監理マニュア

ル」が 2014 年に作成され MPI の承認を受けた。また、「DPI のための公共投資事業監理ハン

ドブック」と「郡セクター事務所と郡事業主のための公共投資事業監理ハンドブック」も同

年 11 月に MPI の承認を受けて、各県を通じ各郡に配布された。 

 

（指標 4-3） 

指標は達成された。 

成果４のパイロット県であるウドムサイ県においては、2013 年 5 月に ToT が実施され、13

名の DPI 職員が受講した。モニター県であるボリカムサイ県とチャンパサック県においては

2013 年 10 月に ToT が実施され、それぞれ 7、8 名の DPI 職員が受講した。その後 2014 年 10

月までにこれら 3 県を含めて全国の DPI 職員計 129 名が郡レベルの公共投資事業監理の ToT

を受講し、うち 101 名が研修講師資格を得た。研修の実施詳細は付属資料 3「M/M」の Annex 

5 のとおりである。 

この結果、各県で 5 名以上の DPI 職員が、DPO や郡セクター事務所の職員を対象とした研

修を実施できる体制となった。ただし、研修の品質を確保するうえでの研修講師の能力には

バラツキがあると観察されている。 

    

以上のようにすべての指標が達成されていることから、成果４は達成されている。なお、

郡を対象にしたDPI職員による研修は評価時点で全国 18県中 12県において実施されており、

残る 6 県については 2015 年 8 月までに実施される予定である。 

 

３－４ プロジェクト目標 

プロジェクト目標： 

MPI とその出先機関にあたる DPI や DPO において、中期的な枠組みのなかで公共投資事業

の運営監理能力が強化される

6
。 

 

指標 

1．次期 NSEDP（2016～2020 年）にリンクした中期公共投資計画（2016～2020 年）の策定ガ

イドラインが、MPI より中央省庁、県、郡に対して公式に通達されている。 

2．関連部署によって選定された完了事業の事業評価が実施され、維持管理計画が添付される。 

3．ラオス側が申請する ODA 案件 C/P ファンド申請書の ODA 案件情報の精度が向上（案件

の情報がプロジェクトの実態に沿っている）し、ドナーと共有できている。 

4．郡レベルで運営監理されている公共投資事業の数が増加する。 

 

  

                                                        
6
 英文のプロジェクト目標を直訳すると「MPIとその出先機関にあたるDPIやDPOにおいて、中期的な枠組みのなかで公共投

資事業を運営監理している」であるが、プロジェクト開始以来、この和訳が和文での正式なプロジェクト目標として使用さ

れている。 
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（指標 1） 

指標は達成されたと判断される。 

成果１の指標 1-2 に記したように、MPI は 5 カ年公共投資計画策定のガイドラインを独立

した形では公布せず、プロジェクトの提案に従って「ビジョン 2030、10 カ年社会経済戦略

（2016～2025 年）及び第 8 次 NSEDP（2016～2020 年）策定ガイドライン」のなかに中期公

共投資計画に関する一章を設けて作成し、これを 2014 年 9 月に省庁、県に通達した。郡レ

ベルへの通達は県を通じて行われた。ただし、プロジェクトが作成した「中期公共投資計画

マニュアル」やマニュアルで指定された様式を省庁・県での計画策定の際に用いることが中

期公共投資計画に関するセミナーで指示されたが、同ガイドラインのなかではこれらの使用

について言及していない。その結果、県によってはマニュアルで指定された様式を用いずに

中期公共投資計画を MPI に提出するケースも見られた。マニュアルの利用促進を目的とした

研修・普及活動を、より積極的に関係者を対象に実施することが有効であったと思われる。

また、MPI が評価時点で各省庁と県の中期公共投資計画における予算上限を公表していない

ため、多くの省庁、県がまだ計画を MPI に提出していない。 

 

（指標 2） 

指標はプロジェクトが終了する 2015 年 9 月までには達成されないと見込まれる。 

成果２の指標 2-4 に記したように公共投資事業の終了時・事後評価の実施通達はいまだ発

出されていないため、評価調査は現在のところ実施されていない。評価調査には少なくとも

2 カ月の期間を要するとされているため、プロジェクト期間中に事業評価が完了している可

能性は低い。一方、MPI と 18 県中 10 県の DPI は来年度（2015 年 10 月～2016 年 9 月）の事

業評価のための予算を申請し確保している。他県の DPI も事業評価の実施を来期に計画して

いる。 

 

（指標 3） 

指標は部分的な達成にとどまっている。 

成果３の指標の実績のほか、案件情報の精度向上に関しては正否両方の結果を示す数字が

出ている。成果３のターゲット 3 グループの一つであるチャンパサック県 DPI に提出された

ODA 案件の C/P ファンド申請はすべてプロジェクトが PCAP2 で開発した SPIS を用いており、

その内容は必要情報をすべて満たし記載情報の精度は確実に向上した。他方、この申請にお

ける SPIS の使用割合を本プロジェクト開始前と開始後の数字で比較すると、チャンパサッ

ク県では 25％から 100％に上昇したのに対し、他のターゲットであるビエンチャン特別市で

は 25％から 20％へ、中央省庁では 12.5％から 10％へと低下した。この SPIS 使用割合の低下

の要因には、SPIS 使用を定めた法令や通達等、法的拘束力の裏づけがないことが考えられる。

しかしながら前述のチャンパサック県では SPIS を用いたシステムが適正に機能しており、

ODA 案件の C/P ファンド申請を県が完全に管理している点を注目すべきである。なお、MPI

とビエンチャン特別市 DPI では、SPIS の理解を促進し情報の精度を高めるため、更に研修を

実施することを計画している。 

ドナーとの情報共有については、成果３の指標 3-1 に記したとおり、C/P ファンド情報を

含む ODA 案件情報の GoL とドナーとの共有はいまだできていない。  
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（指標 4） 

指標が達成されたかどうか判断することは困難である。 

プロジェクトが実施したベースラインサーベイによると、2011/12 会計年度に郡レベルで

監理されていた公共投資事業の数は 360 件であった。成果４の指標 4-1 で述べたように郡レ

ベルで監理する公共投資事業の範囲を規定した「公共投資法実施に関する首相令」が公布さ

れたのは 2014 年 11 月であるため、公布後の数の変化は 2015/16 会計年度の郡レベル公共投

資事業の件数と比較することになる。2015 年 6 月現在、郡レベルで監理するタイプ 3 事業の

申請件数は 1, 790 件であり、うち 1, 130 件が県の審査を経て MPI に提出された。しかしなが

らこの 1,130 件のうち何件が承認されるかは今のところ不明であり、現在のラオスの厳しい

財政状況を考慮すると 360 件を下回る可能性もある。したがって、首相令公布が明確な規定

によって郡レベルの公共投資事業申請を促進していると思われるものの、首相令公布の以前

と以後の件数比較を正確にすることはできない 

    

以上のように四つの指標によってプロジェクト目標の達成度を計測したところ、指標 1 は

ほぼ達成されており、指標 2 はプロジェクト終了前に達成される見込みはなく、指標 3 は部

分的な達成にとどまり、指標 4 の達成度は判断困難である、これら 4 指標をみる限り、プロ

ジェクト目標の達成度は十分に高いとはいえない。 

しかしながら、中期公共投資計画に基づいて MPI、DPI、DPO、関連省庁が公共投資事業

を適正に監理するための基礎は構築されたと考えられる。したがって、プロジェクトで開発

された手法や各種様式・文献の活用を法的拘束力のある政府文書によって促進する等の施策

を取ることにより、プロジェクト目標は達成されると思われる。 

 

３－５ 上位目標 

上位目標： 

中央省庁及び各県・郡のセクター部局により、NSEDP の目標に合致する中期的な枠組みを踏

まえた適切な公共投資事業の運営監理が実施される。 

 

指標 

1．中期公共投資計画（2016～2020 年）が、GoL の標準的な開発予算の策定及びモニタリン

グツールとして、中央省庁、県、郡によって活用されている。 

2．中期的な公共投資財務管理がなされたことによって、開発予算の負債額が減少傾向にある。 

3．完了した公共投資事業が当初計画どおり運用・維持され、NSEDP の目標達成に貢献して

いる。 

 

（指標 1） 

中期公共投資計画（2016～2020 年）は第 8 次 NSEDP（2016～2020 年）に整合する形で作

成されつつある。中期公共投資計画には、計画と予算のリンケージを強化するため、予算管

理表が含まれている。しかしながら評価調査団は、ある県においてはプロジェクトによって

開発されたこの新様式ではなく、旧来の様式に則って県の中期公共投資計画案を作成してい

ることを確認した。MPI が省庁、県を指導し新様式の使用を定着させることにより、本指標
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も達成されると思われる。 

 

（指標 2） 

数年後に債務が減少傾向を示すか否かは予想し難いが、これまでの PCAP プロジェクトに

より、GoL が効率的な公共投資監理体制を築く努力をしていることは確かである。 

 

（指標 3） 

指標の達成度を計測すること自体容易ではないが、中期公共投資計画の下の個別公共投資

事業が NSEDP と整合していることを前提として、GoL がプロジェクトの実績と活動を維持

発展させる努力を続ければ、公共投資事業が NSEDP の目標達成に貢献することになるであ

ろう。 

    

三つの指標はいずれも抽象的であり、現在の状況から数年後の上位目標達成の可能性を推

定することは非常に困難である。しかしながら成果２の指標 2-1 にみられるように MPI と

MOF の協力は進展しており、今後、適正な財務管理に裏づけられた公共投資事業の運営監理

を期待することはできる。プロジェクトの持続性が十分に確保され、プロジェクトがもたら

した便益が維持されれば、上位目標は達成されるものと思われる。 
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第４章第４章第４章第４章    実施プロセス実施プロセス実施プロセス実施プロセス 

 

評価調査団は、プロジェクトの実施プロセスは適切であると判断した。主要なポイントは次の

とおりである。 

（1）日本人専門家とラオス側 C/P スタッフの間の関係は良好であり、コミュニケーションは頻

繁かつ適正に行われた。その要因としては、１）専門家及び C/P の多くは PCAP1 あるい

は PCAP2 から継続してプロジェクトに参加していること、２）プロジェクトに雇用され

たラオス人コンサルタントとスタッフの能力、コミュニケーションスキルが高く、両サイ

ドの良好な関係構築と円滑なプロジェクト運営に重要な役割を果たしたことが挙げられ

る。 

（2）2012 年以来の急速な円通貨の減価により、プロジェクト開始から現在まで円の対米ドル為

替レートは 40％以上下落した。このためプロジェクトの活動予算は減額され、一部の活動

の規模を当初計画に比べ縮小せざるを得なくなった。 

（3）プロジェクト活動を通じて多くのラオス側 C/P スタッフは技能とともに意識を向上させ、

集中して活動に取り組むようになった。特に ToT を受講して講師になったスタッフは、高

い意識で効果発言に貢献した。 

（4）ラオス側プロジェクト・マネジャーの指導力と責任感は強く、特に後半のプロジェクト活

動は円滑に進めることができた。 

（5）プロジェクトではポータルサイト（ホームページ）を設置し、プロジェクトによって作成

されたマニュアル、ハンドブック、様式等のすべての書類や関係法令などをアップロード

し、利用者の便宜を図っている

7
。 

（6）プロジェクトのモニタリングについては、プロジェクト側より進捗報告書（半期報告書及

び年次報告書）が計画どおりに提出された。また、外部からのモニタリングとして、合同

調整委員会（Joint Coordinating Committee。以下「JCC」という。）が終了時評価調査まで

に合計 7 回開催された。 

 

                                                        
7
 成果３の指標3-2参照。 
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第５章第５章第５章第５章    ５項目評価５項目評価５項目評価５項目評価 

 

評価 5 項目に基づく評価結果は以下のとおりである。 

 

５－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は高い。プロジェクトは GoL の政策、受益者のニーズに合致し、また日

本の対ラオス協力政策にも整合している。 

    

（1）ラオス政府（GoL）の政策との整合性 

第 8 次 NSEDP（2016～2020 年）草案によればその目標（Overall Goal）は「国の潜在的な

比較優位、自然資源の効率的管理と活用、堅実な国際統合の推進を通じた持続的かつ包括的

な経済成長とともに、貧困削減と 2020 年までに低開発途上国からの卒業を実現すること」

である。この目標を達成するために五つの方向（Direction）が示されており、そのなかに安

定的な経済成長と人的資源開発が含まれている。PCAP3 は NSEDP に従って中期公共投資計

画を策定、運営監理する体制を確立することを目的としていることから、マクロ経済の安定

と公共投資監理にかかわるあらゆる人材の育成に貢献しているのは明らかである。 

一方、近年 GoL は、公共投資の拡大と経常支出の膨張に起因する財政危機に直面している。

こうした状況のなか、政府にとって支出の抑制、とりわけ適正な公共投資の監理が求められ

ている。プロジェクトによる 3 カ年のローリングプランを伴う中期公共投資計画の導入は、

GoL の政策に完全に合致するものである。 

 

（2）受益者ニーズとの合致. 

プロジェクトの受益者であるターゲットグループは MPI-DOP、MPI-DOE、MPI-DIC 職員、

DPI 職員、DPO 職員、各省庁計画局職員の公共投資事業の運営監理能力の向上が必要とされ

ているため、プロジェクトと受益者ニーズとは完全に合致する。 

 

（3）日本の対ラオス協力政策との整合性 

日本政府は対ラオス国別援助計画のなかで、GoL の開発目標に向けての支援という観点か

ら、1）経済社会インフラ開発、2）農業開発と森林の保全、3）教育環境の整備と人材育成、

4）保健医療サービスの改善の四つの重点援助分野を掲げている。プロジェクトは公共投資

計画・事業の運営監理というガバナンス強化を通じ、これらすべての分野に横断的に貢献す

ることになる。 

 

５－２ 有効性 

プロジェクトの有効性は中程度（moderate）である。3-4 で記したようにプロジェクト目標の達

成度は終了時点で必ずしも高くないと見込まれる。プロジェクトの四つの成果はそれぞれ目標達

成に向け貢献しており、とりわけ成果１と成果４の貢献度が髙かったことは 3-3 で述べたとおり

である。 

以下の要因はすべてプロジェクト目標の達成、あるいは有効性向上に寄与した。 

・ 公共投資法が 2009 年に成立して以来、長く待たれていた「公共投資実施に関する首相令」
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が 2014 年 11 月に公布され、郡レベルの公共投資事業監理について規定されたことにより、

成果４の効果が促進された。 

・ 多くの省庁、県がプロジェクトに参加したが、パイロット県の一つであるチャンパサック

県は、全成果において高い実績を示した。 

・ 3-6 で述べたように、日本人専門家チームとラオス側 C/P は PCAP1 以来 10 年に及ぶ協力

活動で強固な信頼関係を構築しており、本プロジェクト活動を円滑に実施し有効な成果を

導くことができた。 

・ 同じく 3-6 で述べたように、プロジェクトのラオス側トップマネジメントの指導力と責任

感により、活動を積極的に推進することができた。 

    

一方、プロジェクト目標の達成、あるいは有効性向上を阻害した要因は以下のようなもの

である。 

・ プロジェクトが開発したマニュアルや様式等各種ツールの使用を定めた法的拘束力のある

政府文書が発出されない、もしくは発出が遅延することにより、これらツールの普及が遅

れている。政府が迅速にガイドライン等の公式通達を発出すれば、有効性は高くなってい

たと思われる。 

・ 3-6 で述べたように、急速な円通貨の減価により、プロジェクトの活動予算は減額され、

一部の活動の規模を当初計画に比べ縮小せざるを得なくなった。なかでも研修活動の規模

縮小は、有効性に一定の負の影響を与えたと思われる。 

・ プロジェクトの初期段階ではマレーシアにおける C/P 研修（第三国研修）が計画されてい

たが、予算上の制約から中止された。PCAP2 で実施された同様の研修の成果がその後のプ

ロジェクト活動に活用され、参加者からも高い評価を得たことを考慮すると、本プロジェ

クトにおいても第三国研修を実施すれば、有効性向上に寄与したのではないかと推定され

る。 

 

５－３ 効率性 

プロジェクトの効率性は、以下に述べるように高いと判断される。 

    

（1）投入の適切性 

日本人専門家は誠実にプロジェクトに従事し、C/P スタッフへの技術移転（知識、ノウハ

ウの移転）に積極的に努めた。特に各成果の活動として実施された ToT において、ラオス側

C/P スタッフ及び他の参加者の能力向上に寄与した。また、プロジェクトが契約採用した複

数のラオス人コンサルタントが、業務実施と C/P スタッフとの関係構築、調整等に重要な役

割を果たした。 

C/P スタッフの人員配置は適正であり、プロジェクト活動を円滑に実施することができた。

C/P スタッフは 60 名以上を数え、更に他のプロジェクト参加者も多数に及ぶため、そのパフ

ォーマンスや能力、士気は一様でなく、所属する機関や個人によっても異なるが、効率性は

総じて高いと判断された。MPI の主要 C/P スタッフのうち数名は他業務を多数抱えるためプ

ロジェクトに十分な時間を割くことができなかったが、効率的に業務に取り組んだ。 

プロジェクトに使用された機材、施設はいずれも適正でありトラブルはなかった。 
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なお、前述のように円安に起因する米ドル及びラオス通貨建ての予算減少によって活動規

模が縮小されるなか、プロジェクトは効率的に業務を実施した。 

 

（2）成果の実績 

3-3 で述べたように、プロジェクト活動を実施した結果四つの成果が達成された。成果ご

とにその達成度は異なるが、全体的にはプロジェクトへの投入が当初計画に比べ規模をやや

縮小されたこと等を勘案すると、高い効率性を示したと思われる。 

 

５－４ インパクト 

プロジェクトの上位目標の達成の見込みについては、3-5 に記したように、現時点では判断が

困難であるが、達成に向けての方向性を築くことはできたと思われる。また、以下のようなプロ

ジェクトの実施による正のインパクトが確認された。負のインパクトは観察されていない。 

・ プロジェクトの成果１に関し、5 カ年中期公共投資計画策定ガイドラインは、第 8 次 NSEDP

（2016～2020 年）の策定ガイドラインのなかに組み込まれることになった。つまり、中期

公共投資計画の枠組みが実質的に NSEDP の一部として扱われることになり、その必要性

が政府により認識されたことを意味する。 

・ 一連の PCAP の実績がラオス側に高く評価された結果、PCAP に携わってきた C/P スタッ

フ等の MPI 職員が現在要職についている。プロジェクトの円滑な実施に寄与するものと思

われる。 

・ C/P である MPI や DPI 職員の能力が一連の PCAP を通じて向上し、これら職員が担当する

他のドナーの関連分野のプロジェクトにも好影響を及ぼしている。また、PCAP3 自体は世

界銀行や UNDP などのプロジェクトと提携し積極的な情報交換等をしている。 

 

５－５ 持続性 

プロジェクトの持続性は全体的には中程度（moderate）である。政策・制度面、技術面、財務

面のいずれの面においても、持続性はある程度確保されている一方で懸念要因もある。 

 

５－５－１ 政策・制度面 

4-1 で述べたようにプロジェクトは国家開発計画である第 8 次 NSEDP（2016～2020 年）をは

じめ GoL の政策に沿ったものであり、また現在のラオスの財政状況においては適正な公共投資

監理が必要とされていることは明白である。したがって政策面における持続性は確保されると

期待できる。また、公共投資法実施に関する首相令が公布されたことにより、法制面での持続

性も強化されたといえる。しかしながら、公共投資事業の終了時・事後評価実施ガイドライン

等、更にプロジェクトの効果を発現、持続するための法的拘束力のある政府文書の発出が望ま

れる。 

プロジェクト終了後の制度面、技術面での持続性確保を目的として、プロジェクトでは MPI

内に、四つの成果ごとに活動を持続・発展させていくための TWG を設置した。今後はラオス

側がいかに主体性をもって TWG の役割と責任を明確にし、活動を実施していくかが課題にな

るであろう。 
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５－５－２ 技術面 

3-3 で述べたように、プロジェクト活動、特に研修の実施によって多数の C/P スタッフ及び

関連機関の職員が公共投資の計画策定、運営監理、評価に関する知識、技術を身に付け、また

研修講師の資格を得た。しかしながらプロジェクト期間内においては、その研修成果を実地に

適用する実務経験は十分でなく、スタッフ自身のなかにも不安の声がある。さらに、専門家の

評価によると、持続性確保の観点から見たラオス側スタッフの技術水準は、所属機関や活動内

容（成果）によって異なっている。 

マニュアル・ハンドブックをはじめとする多数のツールがプロジェクトにより作成されてお

り、先行プロジェクトの PCAP1 や PCAP2 で作成されたツールに比べ、内容、使い勝手につい

ての評価は高い。なお、これらはすべてプロジェクトのポータルサイトに PDF ファイルとして

アップロードされており、どこからでも利用可能である。こうしたツールは既に利用されてい

るが、今後更に普及が進めば技術面での持続可能性は高くなる。 

 

５－５－３ 財務面 

マクロレベルでは、これまでに述べたように現在のラオスの財政状況は厳しく、当面、政府

歳出全体に制約が課せられると思われる。一方、実際のプロジェクト活動のレベルでは、来期

の公共事業評価予算はある程度確保されている。MPI-DOE では 2 億 9,500 万キープ、また 10

の県では 3,500 万から 1 億キープの 2015/16 年度予算を公共事業評価実施のために申請してい

る。郡レベルでの研修等の活動は大規模に実施するのでなければ多額の予算を要するものでは

なく、実際に 3-4 で述べた DPI が DPO を対象として実施した研修は、プロジェクトからの支

出は一切なく、ほぼ全面的にラオス側の予算で負担された。このような状況を勘案すると、プ

ロジェクトの効果、活動を持続するうえで財務面での持続性は十分確保されてはいないものの、

当面は深刻な懸念はないと思われる。 
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第６章第６章第６章第６章    結結結結                    論論論論 

 

評価調査団は、実地調査、関係者との意見交換及び団内での討議を重ねた結果、以下の結論に

達した。 

 

６－１ 実 績 

プロジェクト終了時点における目標の達成度は、評価時の達成指標の状況から判断して、十分

に高くはないことが見込まれる。 

プロジェクトにより、MPI と関係機関が中期公共投資計画に沿って公共投資事業を監理するた

めの基礎は構築されたが、中期公共投資事業計画の運営は 2015/16 会計年度に開始されるため、

MPIが実際に中期公共投資枠組みに基づいて計画を適正に監理できるかどうかは現時点で判断が

難しい。したがって、2015 年がプロジェクト目標達成へ向けて、MPI が中期公共投資監理枠組み

を機能させるための重要な段階となる。 

 

６－２ 評価５項目による評価 

プロジェクトの「妥当性」と「効率性」は高く、「有効性」と「持続性」は中程度と評価され

た。また、プロジェクトによる正の「インパクト」が複数確認された。 

 

６－３ プロジェクトの延長要請 

終了時評価期間中、MPI より、プロジェクト成果１と成果２の諸活動を支援するためのプロジ

ェクト期間延長が要請された。中期公共投資監理の枠組みと公共投資事業評価制度を機能させる

にあたり 2015 年の活動が重要性をもつことを考慮し、評価調査団は MPI への一定の追加的支援

が有効であると認識した。 
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第７章第７章第７章第７章    提言と教訓提言と教訓提言と教訓提言と教訓 

 

７－１ 提 言 

2004 年 10 月に PCAP1 が開始されて以来、PCAP は 10 年以上の間、GoL が公共投資運営監理

体制を確立することを支援してきた。公共投資法やその実施首相令等の法的枠組みは策定され、

各種マニュアルや様式等、NSEDP に沿った公共投資監理関連の文書類も作成された。こうして確

立された体制の下、MPI は省庁や県を継続的に指導し、効果的な公共投資監理のために PCAP で

開発された管理ツールの広範な活用を促進するべきである。このような観点から以下の提言をま

とめた。 

 

（1）プロジェクト期間中に考慮すべき事項 

1）法的拘束力のある文書によるマニュアルやフォーマットの使用促進 

5 カ年公共投資計画、3 カ年公共投資優先リスト、SPIS などのプロジェクトで開発した

公共投資監理ツールの幅広い使用を促進するために、MPI は法的拘束力をもつガイドライ

ンや通達のなかに特定のフォーマットやマニュアルの使用を明確に示すことが必要であ

る。 

2）成果重視の 5 カ年公共投資計画フォーマットの確実な使用 

MPI は省庁と県が次期 SEDP に基づく 5 カ年公共投資計画の策定において、成果重視の

マネジメントを反映した中期公共投資計画マニュアルの 5 カ年公共投資計画フォーマット

の使用を確実にする必要がある。 

3）終了時評価・事後評価ガイドラインの発出 

省庁及び県は人材と予算を確保して実際に終了時評価・事後評価の実施を進める必要が

ある。そのためには、MPI が国内予算による公共投資プロジェクトの終了時評価・事後評

価のガイドラインをできるだけ早く、2015 年 7 月中に発出する必要がある。 

 

（2）プロジェクト終了後に持続性を確保するため考慮すべき事項 

1）3 カ年公共投資優先リストの策定 

3 カ年公共投資優先リストに基づく効果的な公共投資監理のためには、2016/17 年の予算

策定準備の指示に、可能な限り中期予算枠組みに沿った予算シーリングと中期公共投資計

画マニュアルのフォーマットの使用を含める必要がある。 

2）公共投資監理のグッドプラクティスの共有 

チャンパサック県などのパイロットやモニター機関による公共投資監理のグッドプラ

クティスを他の県と共有し、研修のリソースパーソンとして活用すべきである。 

3）公共投資監理にかかわる文書にアクセスできるホームページの維持管理 

MPI は、法律、首相令、通達、ガイドライン、マニュアル、ハンドブック、フォーマッ

トなどの公共投資監理に関する文書にアクセスできるようにプロジェクトが作ったホー

ムページを継続的に維持管理すべきである。将来的には MPI の公式なウェブサイトにその

ようなホームページを載せることを検討すべきである。 

4）トップマネジメントの理解と支持の確保 

MPIは効果的な公共投資監理を促進するために省庁や省のトップマネジメントの理解と
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支持を得る努力を継続的に行う必要がある。 

5）MOF との公共投資監理に関する継続的な協力 

MPI は効果的な公共投資監理を促進するために、特に新しく創設される予算局公共投資

財政課など、MOF と継続的に協力すべきである。 

 

７－２ 教 訓 

（1）新しい取り組みにおける法的支援の重要性 

新しい取り組みや新しいツールの使用を行うときには法律に基づいた明確なガイドライ

ンや通達をタイムリーに出して支援することが重要である。 

 

（2）国の文脈に基づいた仕組みの開発プロセス 

新しい取り組みや仕組みをパイロット組織で試行し、その結果をモニター組織で検証する

やり方はその国の文脈を反映する適切な開発プロセスである。 
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第８章第８章第８章第８章    技術団員所感技術団員所感技術団員所感技術団員所感 

 

1．中期公共投資計画に基づく公共投資事業の運営監理の実践を通じた定着の必要性 

プロジェクトでは中期公共投資計画に基づく公共投資事業の運営監理の枠組みとして、成果重

視マネジメントに基づいて策定される第 8 次 NSEDP（2016～2020 年）で、5 カ年公共投資計画を

成果重視に基づいたフォーマットで作成し、更に 3 カ年の優先投資リストをローリングプランと

して各年度の公共投資計画策定の際に作成する手法として中期公共投資計画マニュアルに取り

まとめた。第 8 次 NSEDP（2016～2020 年）策定のガイドラインに 5 カ年公共投資計画の策定も

含まれていたが、プロジェクトで策定された中期公共投資計画マニュアルやフォーマットはその

時点では完成されていなかったため具体的に参照されていない。また、予算枠の提示もされてい

ないため、省庁や県での作成が遅れている。ボリカムサイ県では社会経済開発計画に基づく 5 カ

年公共投資計画が作成されたが、旧来のフォーマットで作成され、成果重視のマネジメントに基

づくプロジェクトで開発されたフォーマットが利用されていなかった。 

プロジェクトで開発した中期公共投資計画マニュアルに基づき、5 カ年公共投資計画フォーマ

ットを活用し、3 カ年公共投資優先リストを各年度の年次公共投資計画をつくる際に策定する監

理手法は、MPI が指導や研修機会を提供しながら 2015／16 年度に実際にツールを使用して運営

監理の実践を行い、その定着を図っていくことが求められている。MPI は中期的な公共投資監理

の手法とツールを手にして、これから主導的に普及を進める意思をもっているが、法的・制度的

な枠組み整備だけではなく、省庁や県に対する能力強化の必要性を強く認識している。 

 

2．法律や指示に基づく運営監理の普及と手法やツールの活用のための能力強化と指導 

プロジェクトで取り組んだ 5 カ年公共投資計画や 3 カ年公共投資優先リスト、終了時評価・事

後評価など、プロジェクトで開発したツールを実際に活用して公共投資事業を運営監理していく

ためには法律や指示を MPI が発出し、それに基づいて省庁や県が監理することを義務づけるとと

もに、それらの活用について省庁や県の担当者の能力強化を図っていくことが必要である。終了

時評価・事後評価の実施においては MPI がガイドラインを早急に出すことが実施の促進の重要な

要素となる。このような新しい手法やツールの活用を普及していくために、プロジェクトでは能

力強化の核となる人材を育てているが、国のシステムとして全省庁、全県への普及を図るために

は、MPI による予算を含む持続的な能力強化の仕組みと更なる人材の育成が必要となると思われ

る。 

 

3．延長した場合の支援内容と活動方針 

終了時評価調査では中期公共投資計画に基づく公共事業の運営監理と終了時評価・事後評価の

実施に関して、プロジェクト終了までに十分な実施が見込まれないことから、MPI のプロジェク

ト延長要請に関して、この二つの部分に関して一定の追加支援を行うことの妥当性を認識した。

プロジェクトによりこれらの分野に関する手法やツールは整備されており、MPI が今後主体的に

行う普及・定着の取り組みのモメンタムを促進するためにも、実際の取り組みが実践される 2015

／16 年度にもう少し後押しして支援することに意義はある。延長期間においては MPI の主導的

な普及や定着の取り組みを支援するという形で、法的制度的な枠組み整備へのアドバイスや、セ

ミナーやワークショップなどの研修を通じた能力強化や OJT の指導、更なる ToT などの側面支援
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を行い、MPI が省庁や県に対して継続的に指導や支援を行うことができる体制を強化する取り組

みを中心に行っていくことが望ましい。 

 

4．財務省（MOF）による公共投資事業の財務面のモニタリング 

MOF 予算局は公共投資財政課を新たに設置して、MPI と連携を図りながら財務面における公

共投資事業のモニタリングを強化する意向を示している。公共投資事業の予算執行状況や債務プ

ロジェクトの動向の把握、計画外の事業の実施を防止するために、財務面のモニタリングの重要

性を認識しており、終了時評価・事後評価への参加を通じて維持管理予算の確保の重要性につい

ても MPI と認識を共有している。公共投資財政課の今後の動きや取り組みについて継続的に情報

収集し、MPI との連携促進を図っていくことが必要である。 

 

5．UNDPによる第 8次国家社会経済開発計画（2016～2020年）（NSEDP）のモニタリング枠組み

と中期公共投資計画との連携 

公共投資事業の財務面のモニタリングは MOF 予算局公共投資財政課が中心となるが、政策面

でのモニタリングにおいては、UNDP が支援している第 8 次 NSEDP（2016～2020 年）のモニタ

リング枠組みとの連携が重要になると思われる。第 8 次 NSEDP（2016～2020 年）は成果重視型

マネジメントの考え方に基づいて策定されており、それに対応して中期公共投資計画も運営監理

する形で 5 カ年公共投資計画のフォーマットが作成されている。したがって、中期的な公共投資

計画の運営監理の実践にあたっては NSEDP のモニタリングの枠組み、成果指標を意識してモニ

タリング行っていくことが必要である。MPI-DOE と MPI-DOP の連携を更に強化し、MPI が省庁

や県に対する指導や支援が行っていくことが必要になると思われる。 

 



付付付付    属属属属    資資資資    料料料料    

 

１．プロジェクト・デザイン・マトリックス（バージョン2.0）  

 

２．面談記録  

 

３．協議議事録（M/M） 
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